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規 則

高知県職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例施行規

則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県知事　濵田　省司

高知県規則第22号

高知県職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例

施行規則の一部を改正する規則

高知県職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例施行規

則（平成21年高知県規則第17号）の一部を次のように改正する。

第 9条第 3号中「第81条の 2第 1項」を「第81条の 6第 1項」

に、「第81条の 3第 1項」を「第81条の 7第 1項」に、「第28条

の 2第 1項」を「第28条の 6第 1項」に、「第28条の 3第 1項」

を「第28条の 7第 1項」に改める。

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。
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告 示

議 会 告 示

教 育 委 員 会 告 示

警 察 本 部 告 示

高知県告示第157号

高知県議会告示第 1号

高知県教育委員会告示第 3号

高知県警察本部告示第 1号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県告示第645号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県議会議長告示第 1号
技能職員の給与及び旅費に関する就業規則

　
昭和32年10月

高知県教育委員会告示第30号　
の一部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県警察本部告示第 1号

を次のように改正する。

令和 5年 3月28日

高知県知事　　　　濵田　省司

高知県議会議長　　明神　健夫

高知県教育長　　　長岡　幹泰

高知県警察本部長　江口　寛章

付則に次の見出し及び 2項を加える。

（定年に関する経過措置）

9　当分の間、職員の給料月額は、当該職員が60歳に達した日後における最初の 4月 1日以後、当

該職員に適用される給料表の給料月額のうち、当該職員の属する職務の級及び当該職員の受ける

号給に応じた額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを

切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げるものとする。）と

する。

10　前項の規定は、臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び

常勤を要しない職員には適用しない。

別表第 1の表中「再任用職員以外」を「定年前再任用短時間勤務職員以外」に、

に改める。

別表第 4（その 2）を次のように改める。

再任

用職

員

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員

基準給

料月額

192,900

192,900

204,200

204,200

226,400

226,400

247,700

247,700

「

「

を

」

」
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（その 2）

調整基本額表

附　則

（施行期日）

1　この就業規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4年高知県条例第37号）附則第 3条

第 4項に規定する暫定再任用職員については、定年前再任用短時間勤務職員（職員の定年等に関

する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により採用された職員を

いう。）とみなして、この就業規則による改正後の技能職員の給与及び旅費に関する就業規則の

規定を適用する。

（雑則）

3　この就業規則に定めるもののほか、この就業規則の施行に関し必要な事項は、一般職員の例に

よる。

（技能職員の給与及び旅費に関する就業規則の一部改正の一部改正）

4 　技能職員の給与及び旅費に関する就業規則の一部改正（平成18年12月高知県告示第842号・高

知県議会告示第 4号・高知県教育委員会告示第18号・高知県警察本部告示第 4号）の一部を次の

ように改正する。

附則第 5項の前の見出し並びに同項及び附則第 6項を削り、附則に次の 1項を加える。

5 　技能職員の給与及び旅費に関する就業規則の一部改正（令和 5 年 3 月高知県告示第157号・

高知県議会告示第 1号・高知県教育委員会告示第 3号・高知県警察本部告示第 1号）による改

正後の技能職員の給与及び旅費に関する就業規則付則第 9項の規定の適用を受ける職員に対す

る前項の規定の適用については、同項中「その者の受ける給料月額が」とあるのは「その者に

適用される給料表の給料月額のうちその者の属する職務の級及びその者の受ける号給に応じた

額が」と、「差額をいう」とあるのは「差額をいう。以下この項において同じ」と、「得た額

（以下この項において「差額加算措置額」という。）」とあるのは「得た額」と、「又は改正

後の就業規則別表第 1の技能職給料表」とあるのは「、改正後の就業規則別表第 1の技能職給

料表又は技能職員の給与及び旅費に関する就業規則の一部改正（令和 5 年 3 月高知県告示第

157号・高知県議会告示第 1 号・高知県教育委員会告示第 3 号・高知県警察本部告示第 1 号）

による改正後の技能職員の給与及び旅費に関する就業規則（以下この項において「新就業規

則」という。）付則第 9項」と、「差額加算措置額とする」とあるのは「旧給料の月額と平成

29年12月及び平成30年12月改定差額との合計額から新給料の月額を減じた額に100分の90を乗

じて得た額に100分の70を乗じて得た額（その額に 1 円未満の端数を生じたときは、これを切

り捨てた額とする。）を新就業規則付則第 9項の規定によりその者の受ける給料月額に加えて

得た額とする」とする。

職務の級

1級

2級

3級

4級

定年前再任用短時間勤務職員以外の職員

6,100円

7,500円

8,400円

8,700円

定年前再任用短時間勤務職員

5,800円

6,100円

6,800円

7,400円

調整基本額
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公営企業局管理規程

高知県公営企業局職員就業規程の一部を改正する規程を次のよ

うに定める。

令和 5年 3月28日

高知県公営企業局長　笹岡　　浩

高知県公営企業局管理規程第 3号

高知県公営企業局職員就業規程の一部を改正する規程

高知県公営企業局職員就業規程（昭和28年高知県電気局管理規

程第 8号）の一部を次のように改正する。

第 4 条第 3 項中「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28

条の 4第 1項若しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若

しくは第 2項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」

という。）で、同法第28条の 5第 1項に規定する短時間勤務の職

を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」」を「職員の定年

等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条

第 1項の規定により採用された職員（以下「定年前再任用短時間

勤務職員」」に改める。

第 5条第 1項及び第 2項、第 6条第 2項並びに第10条第 6項中

「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改める。

第28条第 1項中「 1時間（育児短時間勤務職員等、再任用短時

間勤務職員」を「 1時間（育児短時間勤務職員等、定年前再任用

短時間勤務職員」に改め、同項第 1号及び第 2号中「再任用短時

間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同項第

3号及び第 4号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同条第 2項中「地方公務員法第28条の 5第 1項又は

第28条の 6第 2項」を「職員の定年等に関する条例第13条」に改

め、同条第 5項各号中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改める。

第30条第 1項の表 6の項中「地方公務員法」を「地方公務員法

（昭和25年法律第261号）」に改め、同条第 2 項中「再任用短時

間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。

第37条第 2項中「県職員」を「育児休業法第19条及び職員の育

児休業等に関する条例（平成 4年高知県条例第 1号）第23条から

第26条までの規定」に改める。

第39条の見出しを「（定年等）」に改め、同条中「定年につい

ては」を「定年制度、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任

用短時間勤務制については」に改め、「（昭和59年高知県条例第

13号）」を削り、同条に次の 1項を加える。

2　職員の定年等に関する条例第 6条第 3号の企業管理規程で定

める職員は、高知県公営企業局職員の給与の支給等に関する規

程第 4条第 1項の規定により管理職手当を支給される職員とす

る。

第40条を次のように改める。

第40条　削除

附　則

（施行期日）

1　この規程は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号。次項において「改正定年条例」とい

う。）附則第 3 条第 4 項に規定する暫定再任用職員について

は、定年前再任用短時間勤務職員（職員の定年等に関する条例

（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定

により採用された職員をいう。次項において同じ。）とみなし

て、この規程による改正後の高知県公営企業局職員就業規程

（次項において「改正後の規程」という。）第28条第 1項第 3

号及び第 4号の規定を適用する。

3　改正定年条例附則第10条第 1項に規定する暫定再任用短時間

勤務職員については、定年前再任用短時間勤務職員とみなし

て、改正後の規程第 4条第 3項、第 5条第 1項及び第 2項、第

6条第 2項、第10条第 6項、第28条第 1項第 3号及び第 4号、

第 2項並びに第 5項並びに第30条第 2項の規定を適用する。

高知県公営企業局電気事業及び工業用水道事業に従事する企業

職員被服貸与規程の一部を改正する規程を次のように定める。

令和 5年 3月28日

高知県公営企業局長　笹岡　　浩

高知県公営企業局管理規程第 4号

高知県公営企業局電気事業及び工業用水道事業に従事す

る企業職員被服貸与規程の一部を改正する規程

高知県公営企業局電気事業及び工業用水道事業に従事する企業

職員被服貸与規程（昭和45年高知県企業局管理規程第 7号）の一

部を次のように改正する。

第 1 条中「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の 4

第 1項若しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若しくは

第 2項の規定により採用されたもので、同法第28条の 5第 1項に

規定する短時間勤務の職を占める」を「職員の定年等に関する条

例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定

により採用された」に改める。

別記第 1号様式中「㊞」を削る。

附　則

（施行期日）

1　この規程は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号）附則第10条第 1項に規定する暫定再任用

短時間勤務職員については、職員の定年等に関する条例（昭和

59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により

採用された職員とみなして、この規程による改正後の高知県公

営企業局電気事業及び工業用水道事業に従事する企業職員被服

貸与規程の規定を適用する。

高知県公営企業局病院事業に従事する企業職員被服貸与規程の

一部を改正する規程を次のように定める。

令和 5年 3月28日

高知県公営企業局長　笹岡　　浩

高知県公営企業局管理規程第 5号

高知県公営企業局病院事業に従事する企業職員被服貸与

規程の一部を改正する規程

高知県公営企業局病院事業に従事する企業職員被服貸与規程

（平成19年高知県公営企業局管理規程第27号）の一部を次のよう

に改正する。

第 1 条中「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の 4

第 1項若しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若しくは

第 2項の規定により採用されたもので、同法第28条の 5第 1項に

規定する短時間勤務の職を占める」を「職員の定年等に関する条

例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定

により採用された」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規程は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号）附則第10条第 1項に規定する暫定再任用

短時間勤務職員については、職員の定年等に関する条例（昭和

59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により

採用された職員とみなして、この規程による改正後の高知県公

営企業局病院事業に従事する企業職員被服貸与規程の規定を適

用する。
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教 育 委 員 会 規 則

高知県立学校職員被服貸与規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県教育長　長岡　幹泰

高知県教育委員会規則第 2号

高知県立学校職員被服貸与規則の一部を改正する規則

高知県立学校職員被服貸与規則（昭和46年高知県教育委員会規則第10号）の一部を次のように改

正する。

第 1 条中「再任用短時間勤務職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の 4 第 1 項若

しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若しくは第 2項の規定により採用された職員で、同

法第28条の 5 第 1 項に規定する短時間勤務の職を占めるもの」を「定年前再任用短時間勤務職員

（職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により

採用された職員」に改める。

別記第 1号様式中「㊞」を削り、

に改める。

別記第 2号様式中「㊞」を削る。

別記第 3号様式中「㊞」を削り、

に改める。

別記第 4号様式中「㊞」を削り、

を

に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4年高知県条例第37号）附則第10条

第 1項に規定する暫定再任用短時間勤務職員については、定年前再任用短時間勤務職員（職員の

定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により採用さ

れた職員をいう。）とみなして、この規則による改正後の高知県立学校職員被服貸与規則の規定

を適用する。

高知県教育委員会事務局及び教育機関職員被服貸与規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

令和 5年 3月28日

高知県教育長　長岡　幹泰

高知県教育委員会規則第 3号

高知県教育委員会事務局及び教育機関職員被服貸与規則の一部を改正する規則

高知県教育委員会事務局及び教育機関職員被服貸与規則（平成14年高知県教育委員会規則第 6

号）の一部を次のように改正する。

第 1 条中「再任用短時間勤務職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の 4 第 1 項若

しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若しくは第 2項の規定により採用された職員で、同

法第28条の 5 第 1 項に規定する短時間勤務の職を占めるもの」を「定年前再任用短時間勤務職員

（職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により

採用された職員」に改める。

別記第 1号様式中「㊞」を削り、

貸与年月日

台帳記載年月日

再貸与年月日

台帳記載年月日

返納年月日

台帳記載年月日

貸与年月日

再貸与年月日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

申請者受領印

申請者受領印

担当受領印

台帳記載年月日

台帳記載年月日

年　　月　　日

年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

「

「

「

「

「

を

を

」

」

」

」

」

返納年月日 年　　月　　日 台帳記載年月日 年　　月　　日

「

」

に改める。

別記第 2号様式中「㊞」を削る。

別記第 3号様式中「㊞」を削り、

貸与年月日

台帳記載年月日

貸与年月日

年　　月　　日

年　　月　　日

申請者受領印

台帳記載年月日 年　　月　　日

　　年　　月　　日

「

「

を

」

」

再貸与年月日

台帳記載年月日

年　　月　　日 申請者受領印

　　年　　月　　日

「
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」

に改める。

別記第 4号様式中「㊞」を削り、

を

返納年月日

台帳記載年月日

再貸与年月日

年　　月　　日

年　　月　　日

担当受領印

台帳記載年月日 年　　月　　日

　  年　　月　　日

「

「

を

」

」

返納年月日 年　　月　　日 台帳記載年月日 年　　月　　日

「

」

に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4年高知県条例第37号）附則第10条

第 1項に規定する暫定再任用短時間勤務職員については、定年前再任用短時間勤務職員（職員の

定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により採用さ

れた職員をいう。）とみなして、この規則による改正後の高知県教育委員会事務局及び教育機関

職員被服貸与規則の規定を適用する。

指導を要する教職員の取扱いに関する規則の一部を改正する規

則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県教育長　長岡　幹泰

高知県教育委員会規則第 4号

指導を要する教職員の取扱いに関する規則の一部を改正

する規則

指導を要する教職員の取扱いに関する規則（平成20年高知県教

育委員会規則第 6号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 1 項第 4 号中「地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第28条の 4第 1項若しくは第28条の 5第 1項若しくは第28条

の 6第 1項若しくは第 2項又は」を削り、「第 5条」を「第 5条

又は職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第

13条若しくは第14条第 1項」に改め、同項第 6号中「地方公務員

法」を「地方公務員法（昭和25年法律第261号）」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号）附則第 3条第 4項に規定する暫定再任用

職員については、職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県

条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により採用された

者とみなして、この規則による改正後の指導を要する教職員の

取扱いに関する規則の規定を適用する。

高知県立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員

の服務を監督する高知県教育委員会が教育職員の健康及び福祉の

確保を図るために講ずべき措置に関する規則の一部を改正する規

則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県教育長　長岡　幹泰

高知県教育委員会規則第 5号

高知県立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教

育職員の服務を監督する高知県教育委員会が教育職員の

健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する

規則の一部を改正する規則

高知県立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員

の服務を監督する高知県教育委員会が教育職員の健康及び福祉の

確保を図るために講ずべき措置に関する規則（令和 2年高知県教

育委員会規則第 1号）の一部を次のように改正する。

第 2条第 3項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短
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時間勤務職員」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号）附則第10条第 1項に規定する暫定再任用

短時間勤務職員については、公立学校職員の勤務時間、休日及

び休暇に関する条例（平成 6年高知県条例第46号）第 3条第 3

項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、この規

則による改正後の高知県立学校の教育職員の業務量の適切な管

理その他教育職員の服務を監督する高知県教育委員会が教育職

員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する規

則第 2条第 3項の規定を適用する。

人 事 委 員 会 規 則

職員の定年の引上げに伴う給料の特例措置に関する規則をここ

に公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第 5号

職員の定年の引上げに伴う給料の特例措置に関する規則

（趣旨）

第 1条　この規則は、職員の給与に関する条例（昭和29年高知県

条例第34号。以下「一般職員給与条例」という。）附則第21

項、第23項、第24項及び第26項、公立学校職員の給与に関する

条例（昭和29年高知県条例第37号。以下「学校職員給与条例」

という。）附則第24項、第26項、第27項及び第29項並びに警察

職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第15号。以下

「警察職員給与条例」という。）附則第21項、第23項から第25

項まで及び第28項の規定に基づき、職員の定年の引上げに伴う

給料の特例措置に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第 2条　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。

( 1 )　管理監督職　職員の定年等に関する条例（昭和59年高知

県条例第13号。以下「定年条例」という。）第 6条に規定す

る管理監督職をいう。

( 2 )　異動期間　定年条例第 9 条第 1 項に規定する異動期間

（同条各項の規定により延長された期間を含む。）をいう。

( 3 )　特例任用後降任職員　地方公務員法（昭和25年法律第

261号。以下「法」という。）第28条の 2 第 1 項本文の規定

による他の職への降任をされた職員であって、一般職員給与

条例附則第21項、学校職員給与条例附則第24項又は警察職員

給与条例附則第21項に規定する異動日（以下「異動日」とい

う。）の前日において第 1項特例任用職員（定年条例第 9条

第 1項又は第 2項の規定により異動期間を延長された管理監

督職を占める職員をいう。以下同じ。）又は第 3項特例任用

職員（同条第 3項又は第 4項の規定により異動期間を延長さ

れた管理監督職を占める職員をいう。以下同じ。）であった

ものをいう。

( 4 )　特定日　一般職員給与条例附則第18項、学校職員給与条

例附則第18項又は警察職員給与条例附則第18項に規定する特

定日をいう。

( 5 )　降格　職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則

（昭和32年高知県人事委員会規則第 7号。次号において「初

任給規則」という。）第 2条第 2号に規定する降格のうち、

法第28条の 2第 1項本文の規定による他の職への降任に伴う

ものを除いたものをいう。

( 6 )　初任給基準異動　給料表の適用を異にしない初任給基準

表（初任給規則別表第22から別表第30までに定める初任給基

準表をいう。第 6条第 1項第 1号において同じ。）に異なる

初任給の定めがある他の職種に属する職務への異動をいう。

( 7 )　給料表異動　給料表の適用を異にする異動をいう。

( 8 )　上限額　当該職員が属する職務の級における最高の号給

の給料月額（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 3

年法律第110号）第10条第 3 項の規定により同条第 1 項に規

定する育児短時間勤務の承認を受けた職員（同法第17条の規

定による短時間勤務をすることとなった職員を含む。以下

「育児短時間勤務職員等」という。）にあっては、当該給料

月額に職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成 6

年高知県条例第45号。以下この号において「一般職員勤務時

間条例」という。）第 3 条第 2 項、公立学校職員の勤務時

間、休日及び休暇に関する条例（平成 6 年高知県条例第46

号。以下この号において「学校職員勤務時間条例」とい

う。）第 3条第 2項又は警察職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例（平成 6年高知県条例第47号。以下この号にお

いて「警察職員勤務時間条例」という。）第 3条第 2項の規

定により定められた当該職員の勤務時間を一般職員勤務時間

条例第 3条第 1項、学校職員勤務時間条例第 3条第 1項又は

警察職員勤務時間条例第 3条第 1項に規定する勤務時間で除

して得た数（以下「算出率」をいう。）を乗じて得た額（そ

の額に 1 円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた

額））をいう。

( 9 )　その者の号給等　当該職員に適用される給料表並びにそ

の職務の級及び号給をいう。

（一般職員給与条例附則第21項等の人事委員会規則で定める職

員）

第 3条　一般職員給与条例附則第21項、学校職員給与条例附則第

24項及び警察職員給与条例附則第21項の人事委員会規則で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。

( 1 )　法第28条の 2第 1項本文の規定による他の職への降任を

された職員（特例任用後降任職員を除く。）のうち、次に掲

げる職員

ア　異動日以後に初任給基準異動をした職員

イ　異動日から特定日までの間に降格をした職員

ウ　異動日の前日以後に育児短時間勤務職員等となった職員

（異動日から特定日の前日までの間に限り育児短時間勤務

職員等であった職員を除く。）

( 2 )　異動日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が

増額改定又は減額改定（給料月額の改定をする条例が制定さ

れた場合において、当該条例による改定により当該改定前に

受けていた給料月額が増額され、又は減額されることをい

う。以下同じ。）をされた職員

（他の職への降任をされた職員に対する一般職員給与条例附則

第23項等の規定による給料の支給）

第 4条　法第28条の 2第 1項本文の規定による他の職への降任を

された職員（特例任用後降任職員を除く。）であって、異動日

の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のうち、次の各

号に掲げる職員となり、特定日に一般職員給与条例附則第18

項、学校職員給与条例附則第18項又は警察職員給与条例附則第

18項の規定により当該職員が受ける給料月額（特定日後に第 1

号又は第 3号に掲げる職員となった者にあっては、特定日に当

該各号に掲げる職員となったものとした場合に特定日に一般職

員給与条例附則第18項、学校職員給与条例附則第18項又は警察

職員給与条例附則第18項の規定により当該職員が受けることと

なる給料月額に相当する額。以下この項において「特定日給料

月額」という。）が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額

（第 3号アに掲げる職員以外の職員にあっては、当該額に、50

円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円

未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下

この条において「第 4条基礎給料月額」という。）に達しない

こととなる職員には、特定日以後の当該各号に掲げる職員と

なった日以後、第 4条基礎給料月額と特定日給料月額との差額

に相当する額を、一般職員給与条例附則第23項、学校職員給与

条例附則第26項又は警察職員給与条例附則第23項の規定による

給料として支給する。

( 1 )　異動日以後に給料表異動又は初任給基準異動（以下「給

料表異動等」という。）をした職員　異動日の前日に当該給

料表異動等があったものとした場合（給料表異動等が 2回以

上あった場合にあっては、同日にそれらの給料表異動等が順

次あったものとした場合）に同日において当該職員が受ける

こととなる給料月額に相当する額に100分の70を乗じて得た

額
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( 2 )　異動日から特定日までの間に降格をした職員　異動日の

前日に当該職員が受けていた給料月額から、当該降格をした

日に当該降格がないものとした場合の同日のその者の号給等

に対応する給料月額に相当する額と当該降格後のその者の号

給等に対応する給料月額との差額（降格を 2回以上した場合

にあっては、それぞれの当該差額を合算した額）に相当する

額を減じた額に100分の70を乗じて得た額

( 3 )　異動日の前日以後に育児短時間勤務職員等となった職員

（異動日から特定日の前日までの間に限り育児短時間勤務職

員等であった職員を除く。）　次に掲げる職員の区分に応

じ、次に定める額

ア　特定日以後において現に育児短時間勤務職員等である職

員　異動日の前日のその者の号給等に対応する給料月額に

100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を

生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数

を生じたときはこれを100円に切り上げた額）に算出率を

乗じて得た額（その額に 1円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた額）

イ　アに掲げる職員以外の職員　異動日の前日のその者の号

給等に対応する給料月額に100分の70を乗じて得た額

( 4 )　異動日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が

増額改定又は減額改定をされた職員　異動日の前日のその者

の号給等に対応する特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給

料月額に100分の70を乗じて得た額

2　前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受

ける給料月額との合計額が上限額を超える場合における同項の

規定の適用については、同項中「第 4条基礎給料月額と特定日

給料月額との差額」とあるのは、「上限額と当該職員の受ける

給料月額との差額」とする。

3 　第 1 項第 1 号から第 3 号までのいずれかに該当する職員で

あって同項第 4号に掲げる職員に該当する職員に対する前 2項

の規定の適用については、当該職員は第 1項第 1号から第 3号

までのいずれかに該当する職員であるものとし、当該職員につ

いて適用される第 4条基礎給料月額は、同項第 1号から第 3号

までに規定する給料月額について特定日の給料表の給料月額欄

に掲げる給料月額を用いて、算出するものとする。

（特例任用後降任職員に対する一般職員給与条例附則第23項等

の規定による給料の支給）

第 5条　特例任用後降任職員であって、仮定異動期間末日（定年

条例第 9条各項の規定による異動期間の延長がないものとした

場合における異動期間の末日をいう。以下同じ。）の前日から

引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、異動日に一

般職員給与条例附則第18項、学校職員給与条例附則第18項又は

警察職員給与条例附則第18項の規定により当該職員が受ける給

料月額（以下この項において「異動日給料月額」という。）が

異動日の前日のその者の号給等に対応する給料月額（仮定異動

期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等

に対応する給料月額に、これよりも多い給料月額がある場合

は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分の70を

乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれ

を切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを

100円に切り上げた額。以下この項において「第 5 条基礎給料

月額」という。）に達しないこととなる職員（次条第 1項各号

及び第 3項に該当する職員を除く。）には、異動日以後、第 5

条基礎給料月額と異動日給料月額との差額に相当する額を、一

般職員給与条例附則第23項、学校職員給与条例附則第26項又は

警察職員給与条例附則第23項の規定による給料として支給す

る。

2　前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受

ける給料月額との合計額が上限額を超える場合における同項の

規定の適用については、同項中「第 5条基礎給料月額と異動日

給料月額との差額」とあるのは、「上限額と当該職員の受ける

給料月額との差額」とする。

第 6条　特例任用後降任職員であって、仮定異動期間末日の前日

から引き続き給料表の適用を受ける職員のうち、次の各号に掲

げる職員となり、異動日に一般職員給与条例附則第18項、学校

職員給与条例附則第18項又は警察職員給与条例附則第18項の規

定により当該職員が受ける給料月額（異動日後に第 1号又は第

3号に掲げる職員となった者にあっては、異動日に当該各号に

掲げる職員となったものとした場合に異動日に一般職員給与条

例附則第18項、学校職員給与条例附則第18項又は警察職員給与

条例附則第18項の規定により当該職員が受けることとなる給料

月額に相当する額。以下この項において「異動日給料月額」と

いう。）が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額（第 3号

アに掲げる職員以外の職員にあっては、当該額に、50円未満の

端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端

数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条に

おいて「第 6条基礎給料月額」という。）に達しないこととな

る職員には、異動日以後の当該各号に掲げる職員となった日以

後、第 6条基礎給料月額と異動日給料月額との差額に相当する

額を、一般職員給与条例附則第23項、学校職員給与条例附則第

26項又は警察職員給与条例附則第23項の規定による給料として

支給する。

( 1 )　仮定異動期間末日以後に給料表異動等をした職員　仮定

異動期間末日の前日に当該給料表異動等があり、同日から異

動日の前日まで当該給料表異動等後に適用されている給料表

及び初任給基準表における初任給の定めが引き続き適用され

ているものとした場合（給料表異動等が 2回以上あった場合

にあっては、仮定異動期間末日の前日にそれらの給料表異動

等が順次あり、同日から異動日の前日までこれらの給料表異

動等後に適用されている給料表及び初任給基準表における初

任給の定めが引き続き適用されているものとした場合）の同

日のその者の号給等に対応する給料月額に相当する額（これ

らの場合において、仮定異動期間末日の前日から異動日の

前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額に、こ

れよりも多い給料月額があるときは、そのうち最も多い給料

月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額

( 2 )　仮定異動期間末日から異動日までの間に降格（職員の同

意を得て行うものを除く。以下この号において同じ。）をし

た職員　異動日の前日のその者の号給等に対応する給料月額

（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のそ

の者の号給等に対応する給料月額に、これよりも多い給料月

額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）

から、当該降格をした日に当該降格がないものとした場合の

同日のその者の号給等に対応する給料月額に相当する額と当

該降格後のその者の号給等に対応する給料月額との差額（降

格を 2回以上した場合にあっては、それぞれの当該差額を合

算した額）に相当する額を減じた額に100分の70を乗じて得

た額

( 3 )　仮定異動期間末日の前日以後に育児短時間勤務職員等と

なった職員　次に掲げる職員の区分に応じ、次に定める額

ア　異動日以後において現に育児短時間勤務職員等である職

員　異動日の前日のその者の号給等に対応する給料月額

（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間の

その者の号給等に対応する給料月額に、これよりも多い給

料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当す

る額）に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満

の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未

満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）に

算出率を乗じて得た額（その額に 1円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた額）

イ　アに掲げる職員以外の職員　異動日の前日のその者の号

給等に対応する給料月額（仮定異動期間末日の前日から異

動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月

額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最

も多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た

額

( 4 )　仮定異動期間末日の前日から異動日までの間の給料表の

給料月額が増額改定又は減額改定をされた職員　異動日の前

日のその者の号給等に対応する異動日の給料表の給料月額欄

に掲げる給料月額（仮定異動期間末日の前日から異動日の

前々日までの間のその者の号給等に対応する異動日の給料表

の給料月額欄に掲げる給料月額に、これよりも多い給料月額

がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に

100分の70を乗じて得た額
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2　前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受

ける給料月額との合計額が上限額を超える場合における同項の

規定の適用については、同項中「第 6条基礎給料月額と異動日

給料月額との差額」とあるのは、「上限額と当該職員の受ける

給料月額との差額」とする。

3 　第 1 項第 1 号から第 3 号までのいずれかに該当する職員で

あって、第 4号に掲げる職員に該当する職員に対する前 2項の

規定の適用については、当該職員は第 1項第 1号から第 3号ま

でのいずれかに該当する職員であるものとし、当該職員につい

て適用される第 6条基礎給料月額は、同項第 1号から第 3号ま

でに規定する給料月額について異動日の給料表の給料月額欄に

掲げる給料月額を用いて、算出するものとする。

（降任相当給料表異動をした職員に対する一般職員給与条例附

則第24項等の規定による給料の支給）

第 7条　降任相当給料表異動（法第28条の 2第 1項ただし書に規

定する他の職への転任に伴う給料表異動のうち、当該給料表異

動後の職員の職務の級が当該給料表異動の前日に給料表異動が

あったものとした場合の職員の職務の級より下位の職務の級と

なる場合のものをいう。以下同じ。）をした職員（第 1項特例

任用職員又は第 3項特例任用職員から降任相当給料表異動をし

た職員を除く。）であって、降任相当転任日（当該降任相当給

料表異動をした日をいう。以下同じ。）の前日から引き続き給

料表の適用を受ける職員のうち、特定日に一般職員給与条例附

則第18項、学校職員給与条例附則第18項又は警察職員給与条例

附則第18項の規定により当該職員が受ける給料月額（以下この

項において「特定日給料月額」という。）が降任相当転任日の

前日に降任相当転任日において適用される給料表の適用を受け

るものとした場合に当該職員が受けることとなる給料月額に相

当する額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の

端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端

数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条に

おいて「第 7条基礎給料月額」という。）に達しないこととな

る職員には、特定日以後、第 7条基礎給料月額と特定日給料月

額との差額に相当する額を、一般職員給与条例附則第24項、学

校職員給与条例附則第27項又は警察職員給与条例附則第24項の

規定による給料として支給する。

2　前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受

ける給料月額との合計額が上限額を超える場合における同項の

規定の適用については、同項中「第 7条基礎給料月額と特定日

給料月額との差額」とあるのは、「上限額と当該職員の受ける

給料月額との差額」とする。

3　降任相当転任日の前日から特定日までの間の給料表の給料月

額が増額改定又は減額改定をされた職員に対する前 2項の規定

の適用については、当該職員について適用される第 7条基礎給

料月額は、第 1項に規定する給料月額について特定日の給料表

の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとす

る。

第 8条　第 1項特例任用職員又は第 3項特例任用職員から降任相

当給料表異動をした職員であって、降任相当転任日の前日から

引き続き給料表の適用を受ける職員のうち、降任相当転任日に

一般職員給与条例附則第18項、学校職員給与条例附則第18項又

は警察職員給与条例附則第18項の規定により当該職員が受ける

給料月額（以下この項において「転任日給料月額」という。）

が降任相当転任日の前日に降任相当転任日において適用される

給料表の適用を受けるものとした場合の降任相当転任日の前日

のその者の号給等に対応する給料月額に相当する額（仮定異動

期間末日の前日に当該給料表の適用を受け、同日から降任相当

転任日の前日まで当該給料表が引き続き適用されているものと

した場合に、仮定異動期間末日の前日から降任相当転任日の

前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額に、これ

よりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額

に相当する額）に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円

未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未

満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下こ

の条において「第 8条基礎給料月額」という。）に達しないこ

ととなる職員には、降任相当転任日以後、第 8条基礎給料月額

と転任日給料月額との差額に相当する額を、一般職員給与条例

附則第24項、学校職員給与条例附則第27項又は警察職員給与条

例附則第24項の規定による給料として支給する。

2　前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受

ける給料月額との合計額が上限額を超える場合における同項の

規定の適用については、同項中「第 8条基礎給料月額と転任日

給料月額との差額」とあるのは、「上限額と当該職員の受ける

給料月額との差額」とする。

3　仮定異動期間末日の前日から降任相当転任日までの間の給料

表の給料月額が増額改定又は減額改定をされた職員に対する前

2項の規定の適用については、当該職員について適用される第

8条基礎給料月額は、第 1項に規定する給料月額について降任

相当転任日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、

算出するものとする。

（特例任用期間降格等職員に対する一般職員給与条例附則第24

項等の規定による給料の支給）

第 9条　特例任用期間降格等職員（第 3項特例任用職員のうち、

仮定異動期間末日から法第28条の 2第 1項ただし書に規定する

他の職への昇任、降任又は転任をされる日の前日までの間にお

いて、降格（職員の同意を得て行うものに限る。）をされた職

員又は給料表異動により当該給料表異動後の職員の職務の級が

当該給料表異動の前日に給料表異動があったものとした場合の

職員の職務の級より下位の職務の級となった職員をいう。以下

この条において同じ。）であって、仮定異動期間末日の前日か

ら引き続き給料表の適用を受ける職員のうち、特例任用期間降

格等職員となった日（当該日が 2以上あるときは、当該日のう

ち最も遅い日。以下この条において同じ。）に一般職員給与条

例附則第18項、学校職員給与条例附則第18項又は警察職員給与

条例附則第18項の規定により当該職員が受ける給料月額（以下

この項において「降格等相当日給料月額」という。）が、次の

各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額（当該額に、50円

未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未

満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下こ

の条において「第 9条基礎給料月額」という。）に達しないこ

ととなる職員には、特例任用期間降格等職員となった日から法

第28条の 2第 1項ただし書に規定する他の職への昇任、降任又

は転任をされる日の前日までの間、第 9条基礎給料月額と降格

等相当日給料月額との差額に相当する額を、一般職員給与条例

附則第24項、学校職員給与条例附則第27項又は警察職員給与条

例附則第24項の規定による給料として支給する。

( 1 )　次号に掲げる職員以外の職員　特例任用期間降格等職員

となった日の前日のその者の号給等に対応する給料月額（仮

定異動期間末日の前日から特例任用期間降格等職員となった

日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額

に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多

い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額

( 2 )　仮定異動期間末日以後に給料表異動（当該給料表異動後

の職員の職務の級が当該給料表異動の前日に給料表異動が

あったものとした場合の職員の職務の級より下位の職務の級

となるものに限る。）をした職員　特例任用期間降格等職員

となった日の前日に特例任用期間降格等職員となった日にお

いて適用される給料表の適用を受ける職員への給料表異動が

あったものとした場合の特例任用期間降格等職員となった日

の前日のその者の号給等に対応する給料月額に相当する額

（仮定異動期間末日の前日に当該給料表異動があり、同日か

ら特例任用期間降格等職員となった日の前日まで当該給料表

異動後に適用されている給料表が引き続き適用されているも

のとした場合に、仮定異動期間末日の前日から特例任用期間

降格等職員となった日の前々日までの間のその者の号給等に

対応する給料月額に、これよりも多い給料月額がある場合

は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分の70

を乗じて得た額

2　前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受

ける給料月額との合計額が上限額を超える場合における同項の

規定の適用については、同項中「第 9条基礎給料月額と降格等

相当日給料月額との差額」とあるのは、「上限額と当該職員の

受ける給料月額との差額」とする。

3　仮定異動期間末日の前日から特例任用期間降格等職員となっ

た日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定をさ
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れた職員に対する前 2項の規定の適用については、当該職員に

ついて適用される第 9条基礎給料月額は、第 1項各号に規定す

る給料月額について特例任用期間降格等職員となった日の給料

表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとす

る。

（人事交流等職員に対する一般職員給与条例附則第24項等の規

定による給料の支給）

第10条　期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和38年高知県人

事委員会規則第31号）第 6条第 1項各号に掲げる者から人事交

流等により引き続いて管理監督職以外の職に採用された職員

（以下この条において「人事交流等職員」という。）のうち人

事交流等職員となった日（当該日が 2以上あるときは、当該日

のうち最も遅い日。以下この条において同じ。）前に職員で

あったものとした場合に異動日とみなされる日（以下この条に

おいて「みなし異動日」という。）がある者であって、人事交

流職員等となった日から引き続き給料表の適用を受ける職員の

うち、特定日に一般職員給与条例附則第18項、学校職員給与条

例附則第18項又は警察職員給与条例附則第18項の規定により当

該職員が受ける給料月額（人事交流等職員となった日が60歳に

達した日後における最初の 4月 1日（以下この条において「仮

定特定日」という。）後であるときは、仮定特定日に職員で

あったものとして一般職員給与条例附則第18項、学校職員給与

条例附則第18項又は警察職員給与条例附則第18項の規定が適用

された場合に仮定特定日に当該職員が受けることとなる給料月

額に相当する額。以下この項において「特定日給料月額」とい

う。）がみなし異動日の前日に職員となったものとした場合に

当該職員が受けることとなる給料月額に相当する額に100分の

70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときは

これを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこ

れを100円に切り上げた額。以下この条において「第10条基礎

給料月額」という。）に達しないこととなる職員には、人事交

流等職員となった日（特定日前に人事交流等職員となった場合

にあっては、特定日）以後、第10条基礎給料月額と特定日給料

月額との差額に相当する額を、一般職員給与条例附則第24項、

学校職員給与条例附則第27項又は警察職員給与条例附則第24項

の規定による給料として支給する。

2　前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受

ける給料月額との合計額が上限額を超える場合における同項の

規定の適用については、同項中「第10条基礎給料月額と特定日

給料月額との差額」とあるのは、「上限額と当該職員の受ける

給料月額との差額」とする。

3　給料月額の改定をする条例の制定により、みなし異動日の前

日から特定日（人事交流等職員となった日が仮定特定日後であ

るときは、仮定特定日。以下この項において同じ。）までの間

の給料表の給料月額が改定された場合における前 2項の規定の

適用については、人事交流等職員について適用される第10条基

礎給料月額は、第 1項に規定する給料月額について特定日の給

料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものと

する。

（警察職員給与条例附則第25項の人事委員会規則で定める職

員）

第11条　警察職員給与条例附則第25項の人事委員会規則で定める

職員は、特定任命（警察法（昭和29年法律第162号）第56条の

4第 1項の規定による任命をいう。）をされた日以後に育児短

時間勤務職員等となった職員とする。

（この規則により難い場合の措置）

第12条　任命権者は、職員の定年の引上げに伴う給料の特例措置

について、この規則の規定による場合には部内の他の職員との

均衡を著しく失すると認められるときその他の特別の事情があ

るときは、あらかじめ高知県人事委員会の承認を得て、別段の

取扱いをすることができる。

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第 6号

職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する

規則

職員の退職手当に関する条例施行規則（昭和29年高知県人事委

員会規則第 1号）の一部を次のように改正する。

第 2条の 2第 2号中「附則第23項」を「附則第 3項」に改め、

同条第 3号中「附則第24項」を「附則第 4項」に改め、同条第 4

号中「附則第25項」を「附則第 5項」に改め、同条第 5号中「附

則第29項」を「附則第 9 項」に改め、同条第 6 号中「附則第31

項」を「附則第10項」に改める。

第 3条の 3中「人事委員会が別に」を「高知県人事委員会（以

下「人事委員会」という。）が別に」に改める。

別表のイの表第 1号区分の項中

「( 5 )　平成18年 4月 1日以後適用されている一般職の任期付

職員の採用等に関する条例（以下「平成18年 4月以後の任

期付職員条例」という。）第 4条第 1項の給料表の適用を

受けていた者で、同表に掲げる 6号給若しくは 7号給の給

料月額を受けていたもの又は同条第 3項の規定の適用を受

けていたもの

( 6 )　平成18年 4月 1日以後適用されている一般職の任期付

研究員の採用等に関する条例（以下「平成18年 4月以後の

任期付研究員条例」という。）第 5条第 1項の給料表の適

用を受けていた者で、同表に掲げる 5号給若しくは 6号給

の給料月額を受けていたもの又は同条第 4項の規定の適用

を受けていたもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

を

「( 5 )　平成18年 4月 1日以後適用されている一般職の職員の

給与に関する法律（昭和25年法律第95号）の公安職俸給表

( 1 )の適用を受けていた者で、その属する職務の級が10級

であったもの

( 6 )　平成18年 4月 1日以後適用されている一般職の任期付

職員の採用等に関する条例（以下「平成18年 4月以後の任

期付職員条例」という。）第 4条第 1項の給料表の適用を

受けていた者で、同表に掲げる 6号給若しくは 7号給の給

料月額を受けていたもの又は同条第 3項の規定の適用を受

けていたもの

( 7 )　平成18年 4月 1日以後適用されている一般職の任期付

研究員の採用等に関する条例（以下「平成18年 4月以後の

任期付研究員条例」という。）第 5条第 1項の給料表の適

用を受けていた者で、同表に掲げる 5号給若しくは 6号給

の給料月額を受けていたもの又は同条第 4項の規定の適用

を受けていたもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

に改める。

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

職員の旅費に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第 7号

職員の旅費に関する規則の一部を改正する規則

職員の旅費に関する規則（昭和31年高知県人事委員会規則第 1

号）の一部を次のように改正する。

第 2条を次のように改める。

第 2条　削除

第 4条各号を次のように改める。

( 1 )　職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13

号）第 4条第 1項の期限若しくは同条第 2項の規定により延

長された期限の到来又は同条第 4項の期限の繰上げによる退

職

( 2 )　職員の定年等に関する条例第13条又は第14条第 1項の規

定により採用された職員の任期の終了による退職

( 3 )　地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 3年法律第

110号）第 6 条第 1 項の規定により任期を定めて採用された
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職員又は同項の規定により臨時的に任用された職員の任期の

終了による退職

( 4 )　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成14年高

知県条例第52号）第 2条の規定により採用された職員の任期

の終了による退職

( 5 )　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成14年

高知県条例第53号）第 3条の規定により採用された職員の任

期の終了による退職

( 6 )　高知県職員の配偶者同行休業に関する条例（平成26年高

知県条例第58号）第 9条第 1項の規定により任期を定めて採

用された職員又は同項の規定により臨時的に任用された職員

の任期の終了による退職

( 7 )　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の 3 第 1

項又は女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関す

る法律（昭和30年法律第125号）第 3 条第 1 項の規定により

臨時的に任用された職員の任期の終了による退職

第 5 条第 4 号中「人事委員会」を「高知県人事委員会（以下

「人事委員会」という。）」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号）附則第 3条第 4項に規定する暫定再任用

職員については、この規則による改正後の職員の旅費に関する

規則第 4条第 2号の職員の定年等に関する条例（昭和59年高知

県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により採用され

た職員とみなして、同号の規定を適用する。

職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第 8号

職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の給与の支給等に関する規則（昭和31年高知県人事委員会

規則第 3号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 3 項中「人事委員会」を「高知県人事委員会（以下

「人事委員会」という。）」に改める。

第 5条第 3項中「地方公務員法第28条の 4第 1項若しくは第28

条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若しくは第 2項の規定により

採用された職員（以下この項において「再任用職員」」を「職員

の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は

第14条第 1項の規定により採用された職員（以下「定年前再任用

短時間勤務職員」」に、「、再任用職員」を「、定年前再任用短

時間勤務職員」に、「額（育児短時間勤務職員等にあってはその

額に育児短時間勤務職員等の 1週間当たりの勤務時間割合を乗じ

て得た額、地方公務員法第28条の 5第 1項に規定する短時間勤務

の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）に

あってはその額」を「基準額」に、「「再任用短時間勤務職員の

1週間当たりの勤務時間割合」という。）を乗じて得た額）」を

「「定年前再任用短時間勤務職員の 1 週間当たりの勤務時間割

合」という。）を乗じて得た額」に、「再任用職員以外」を「定

年前再任用短時間勤務職員以外」に、「再任用職員の管理職手当

の額」を「定年前再任用短時間勤務職員の管理職手当の基準額」

に改め、同条第 4項中「管理職手当の額」を「管理職手当の額又

は基準額」に改める。

第 6条の 4第 1項中「及び警察職員の条例第14条並びに職員の

育児休業等に関する条例（平成 4年高知県条例第 1号）第25条第

1 項に規定する給与の減額」を「若しくは警察職員の条例第14

条、職員の育児休業等に関する条例（平成 4 年高知県条例第 1

号）第25条第 1項又は高知県職員の高齢者部分休業に関する条例

（令和 4年高知県条例第35号）第 4条の規定により減額する給与

の額」に改め、同条第 2項中「再任用短時間勤務職員」を「定年

前再任用短時間勤務職員」に改める。

第 9条第 2項中「職員の給料の調整額は、当該職員に適用され

る給料表及び職務の級に応じて、別表第 5 に掲げる調整基本額

（その額が給料月額の100分の4.5を超えるときは、給料月額の

100分の4.5に相当する額とし、その額に 1円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた額とする。）」を「職員（次項各号

に掲げる職員を除く。）の給料の調整額は、調整基本額」に改

め、「（育児短時間勤務職員等にあってはその額に育児短時間勤

務職員等の 1週間当たりの勤務時間割合を乗じて得た額、再任用

短時間勤務職員にあってはその額に再任用短時間勤務職員の 1週

間当たりの勤務時間割合を乗じて得た額、任期付短時間勤務職員

にあってはその額に任期付短時間勤務職員の 1週間当たりの勤務

時間割合を乗じて得た額）」を削り、同項ただし書を削り、同条

第 3項を同条第 6項とし、同条第 2項の次に次の 3項を加える。

3　次の各号に掲げる職員の給料の調整額は、調整基本額にその

者に係る別表第 4 の調整数欄に掲げる調整数を乗じて得た額

に、当該各号に定める数を乗じて得た額とする。

( 1 )　定年前再任用短時間勤務職員　定年前再任用短時間勤務

職員の 1週間当たりの勤務時間割合

( 2 )　育児短時間勤務職員等　育児短時間勤務職員等の 1週間

当たりの勤務時間割合

( 3 )　任期付短時間勤務職員　任期付短時間勤務職員の 1週間

当たりの勤務時間割合

4　前 2項に規定する調整基本額は、次の各号に掲げる職員の区

分に応じ、当該各号に定める額（その額が給料月額（前項各号

に掲げる職員にあっては、その者に適用される給料表並びにそ

の職務の級及び号給に応じた額。以下この項において同じ。）

の100分の4.5を超えるときは、給料月額の100分の4.5に相当す

る額とし、その額に 1円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額とする。）とする。

( 1 )　次号に掲げる職員以外の職員　当該職員に適用される給

料表及び職務の級に応じた別表第 5に掲げる額

( 2 )　前項第 1号に掲げる職員　当該職員に適用される給料表

及び職務の級に応じた別表第 6に掲げる額

5　第 2項及び第 3項の規定にかかわらず、これらの規定による

給料の調整額が給料月額の100分の25を超えるときは、給料月

額の100分の25に相当する額を給料の調整額とする。

第11条第 1項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改める。

第12条の 3の見出し中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再

任用短時間勤務職員」に改め、同条中「再任用短時間勤務職員」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に、「職員の条例第 6 条の

3、公立学校職員の条例第 7条の 3又は警察職員の条例第 6条の

3」を「職員の条例第 6条の 2、公立学校職員の条例第 7条の 2

又は警察職員の条例第 6条の 2」に改める。

付則第14項、第18項及び第19項中「第 9条第 3項」を「第 9条

第 6項」に改め、付則に次の 3項を加える。

（職員の条例附則第18項等の規定の適用を受ける職員の管理職

手当の特例）

20　職員の条例附則第18項、公立学校職員の条例附則第18項又は

警察職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員に対する

第 5条第 3項の規定の適用については、当分の間、同項中「定

める額」とあるのは、「定める額に100分の70を乗じて得た額

（その額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上

げた額）」とする。

（職員の条例附則第18項等の規定の適用を受ける職員の給料の

調整額の特例）

21　職員の条例附則第18項、公立学校職員の条例附則第18項又は

警察職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員に対する

第 9条第 4項の規定の適用については、当分の間、同項中「応

じた額」とあるのは「応じた額に100分の70を乗じて得た額

（その額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上

げた額）」と、同項第 1号中「掲げる額」とあるのは「掲げる

額に100分の70を乗じて得た額（その額に、50円未満の端数を

生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生

じたときはこれを100円に切り上げた額）」とする。

（職員の条例附則第21項等の規定の適用を受ける職員の農林漁

業普及指導手当の特例）
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22　職員の条例附則第21項、第23項又は第24項の規定の適用を受

ける職員に対する第11条第 2項の規定の適用については、同項

中「給料月額」とあるのは、「給料月額と職員の条例附則第21

項、第23項又は第24項の規定による給料の額との合計額」とす

る。

別表第 5中

「　　　　　　　　　　 調整基本額表 　　　　　　　　　　」

を

「 調整基本額表（定年前再任用短時間勤務職員以外の職員） 」

に改める。

別表に次の 1表を加える。

 

別表第 6（第 9条関係）

調整基本額表（定年前再任用短時間勤務職員）

1　行政職給料表

2　研究職給料表

4　医療職給料表( 2 )

5　医療職給料表( 3 )

3 　医療職給料表( 1 )

職務の級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

8級

9級

職務の級

1級

2級

3級

4級

5級

職務の級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

職務の級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

職務の級

1級

2級

調整基本額

5,600円

6,400円

7,800円

8,400円

8,900円

9,600円

10,900円

11,900円

13,500円

調整基本額

6,500円

7,900円

8,700円

10,000円

11,800円

調整基本額

5,600円

6,400円

7,400円

7,800円

8,600円

9,900円

11,200円

調整基本額

7,000円

7,800円

8,000円

8,300円

8,800円

10,000円

調整基本額

8,800円

10,100円

3 級

4級

11,800円

13,900円

6　小学校・中学校等教育職給料表

職務の級

1級

調整基本額

6,800円
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附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　暫定再任用職員（職員の定年等に関する条例等の一部を改正

する条例（令和 4年高知県条例第37号。以下「令和 4年改正定

年条例」という。）附則第 3条第 4項に規定する暫定再任用職

員をいう。附則第 4項において同じ。）（暫定再任用短時間勤

務職員（令和 4年改正定年条例附則第10条第 1項に規定する暫

定再任用短時間勤務職員をいう。以下同じ。）を除く。）に対

するこの規則による改正後の職員の給与の支給等に関する規則

（以下「改正後の規則」という。）第 5条第 3項及び第 9条第

4項第 1号の規定の適用については、改正後の規則第 5条第 3

項中「）に応じ次の表に定める額」とあるのは「）に応じ次の

表に定める定年前再任用短時間勤務職員の管理職手当の基準

額」と、改正後の規則第 9条第 4項第 1号中「別表第 5」とあ

るのは「別表第 6」とする。

3　暫定再任用短時間勤務職員については、定年前再任用短時間

勤務職員（職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第

13号）第13条又は第14条第 1項の規定により採用された職員を

いう。）とみなして、改正後の規則第 5条第 3項、第 6条の 4

第 2項、第 9条第 3項第 1号及び第 4項第 2号、第11条第 1項

並びに第12条の 3並びに別表第 6の規定を適用する。

4　職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第34号）第 8

条、公立学校職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第

37号）第10条又は警察職員の給与に関する条例（昭和29年高知

県条例第15号）第 8条の規定により給料の調整を行う職（次項

において「給料の調整額適用職」という。）を占める暫定再任

用職員（次項において「特定暫定再任用職員」という。）のう

ち、60歳に達した日がこの規則の施行の日（次項において「施

行日」という。）の前日以前の日である職員であって、その者

に係る調整基本額が経過措置基準額に達しないこととなるもの

には、改正後の規則第 9条及び前 2項の規定による給料の調整

額のほか、その差額に相当する額に当該職員に係る調整数を乗

じて得た額（暫定再任用短時間勤務職員にあってはその額に改

正後の規則第 9条第 3項第 1号に定める数を、同項第 2号に掲

げる職員にあってはその額に同号に定める数を、同項第 3号に

掲げる職員にあってはその額に同号に定める数をそれぞれ乗じ

て得た額）（その額に 1円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた額）を給料の調整額として支給する。ただし、こ

れらの額の合計が給料月額の100分の25を超えるときは、給料

月額の100分の25に相当する額を給料の調整額として支給す

る。

5　前項に規定する経過措置基準額とは、次の各号に掲げる職員

の区分に応じ、当該各号に定める額をいう。

( 1 )　施行日の前日において、給料の調整額適用職を占める旧

再任用職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和 3年

法律第63号）による改正前の地方公務員法（昭和25年法律第

261号）第28条の 4 第 1 項若しくは第28条の 5 第 1 項又は第

28条の 6第 1項若しくは第 2項の規定により採用された職員

をいう。以下この項において同じ。）であった職員であっ

て、施行日において引き続き給料の調整額適用職を占める特

定暫定再任用職員となり、かつ、施行日から引き続き給料の

調整額適用職を占める特定暫定再任用職員（第 3号に掲げる

職員を除く。）　施行日の前日にその者に適用されていた調

整基本額

( 2 )　施行日以後に新たに給料の調整額適用職を占めることと

なった特定暫定再任用職員（次号に掲げる職員を除く。）　

施行日の前日に給料の調整額適用職を占める旧再任用職員に

なったとした場合に令和 4年改正定年条例第 3条の規定によ

る改正前の職員の給与に関する条例（次号において「旧職員

の条例」という。）、令和 4年改正定年条例第10条の規定に

よる改正前の公立学校職員の給与に関する条例（次号におい

て「旧公立学校職員の条例」という。）若しくは令和 4年改

正定年条例第12条の規定による改正前の警察職員の給与に関

する条例（次号において「旧警察職員の条例」という。）又

はこれらの条例の規定に基づく人事委員会規則等の規定によ

り同日にその者に適用されることとなる給料表及び職務の級

を基礎としてこの規則による改正前の職員の給与の支給等に

関する規則（次号において「改正前の規則」という。）第 9

条第 2項の規定を適用したとしたならばその者に適用される

こととなる調整基本額

( 3 )　施行日以後に次に掲げる場合に該当することとなった特

定暫定再任用職員（給料の調整額適用職以外の職を占める職

員として次に掲げる場合に該当することとなった日以後に新

たに給料の調整額適用職を占める職員となった者を含む。）

　施行日の前日において、給料の調整額適用職を占める旧再

任用職員になったとし、かつ、同日に当該場合に該当するこ

ととなったとした場合（次に掲げる場合に 2回以上該当する

こととなった場合にあっては、同日において次に掲げる場合

に順次該当することとなったとした場合）に、旧職員の条

例、旧公立学校職員の条例若しくは旧警察職員の条例又はこ

れらの条例の規定に基づく人事委員会規則等の規定により同

日にその者に適用されることとなる給料表及び職務の級を基

礎として改正前の規則第 9条第 2項の規定を適用したとした

ならばその者に適用されることとなる調整基本額

ア　給料表の適用を異にする異動をした場合

イ　職員の職務の級を施行日の前日にその者に適用されてい

た職務の級より下位の同一の給料表の職務の級に変更した

場合（同日に旧再任用職員でなかった者にあっては同日に

2級

特 2級

3級

4級

8,300円

9,100円

9,900円

12,400円

7　高等学校等教育職給料表

8　警察官給料表

職務の級

1級

2級

特 2級

3級

4級

職務の級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

8級

9級

調整基本額

7,100円

8,400円

9,300円

10,100円

12,700円

調整基本額

7,200円

7,600円

7,700円

8,800円

9,300円

9,800円

10,500円

11,600円

12,500円
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旧再任用職員になったとした場合に、同日後にアに掲げる

場合に該当した者にあっては同日にアに掲げる場合に該当

することとなったとした場合に、それぞれ旧職員の条例、

旧公立学校職員の条例若しくは旧警察職員の条例又はこれ

らの条例の規定に基づく人事委員会規則等の規定により同

日にその者に適用されることとなる給料表及び職務の級よ

り下位の同一の給料表の職務の級に変更した場合）

人事記録に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第 9号

人事記録に関する規則の一部を改正する規則

人事記録に関する規則（昭和33年高知県人事委員会規則第 2

号）の一部を次のように改正する。

第 8条の見出しを「（雑則）」に改める。

別表 1の項中「再任用」を「再任用、暫定再任用及び定年前再

任用」に改め、同表中49の項を51の項とし、48の項を50の項と

し、47の項を49の項とし、46の項を48の項とし、45の項を47の項

とし、44の項を46の項とし、43の項を45の項とし、42の項を44の

項とし、41の項を43の項とし、40の項を42の項とし、39の項を41

の項とし、38の項を40の項とし、37の項を39の項とし、36の項を

38の項とし、35の項を37の項とし、34の項を36の項とし、33の項

を35の項とし、同表32の項中「引き続いて」を「引き続き」に改

め、同項を同表34の項とし、同表31の項を同表33の項とし、同表

30の項中「職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13

号。以下「定年条例」という。）」を「定年条例」に改め、同項

を同表32の項とし、同表29の項中「自発的意志」を「自発的意

思」に、「勧しょう」を「勧奨」に改め、同項を同表31の項と

し、同表中28の項を30の項とし、27の項を29の項とし、26の項を

28の項とし、25の項を27の項とし、24の項を26の項とし、23の項

を25の項とし、22の項を24の項とし、21の項を23の項とし、20の

項を22の項とし、19の項を21の項とし、18の項を20の項とし、17

の項を19の項とし、同表16の項中「をいう。」を「をいう」に、

「、転職」を「及び転職」に、「除く。）」を「除く。）。」に

改め、同項を同表18の項とし、同表中15の項を17の項とし、14の

項を16の項とし、13の項を15の項とし、12の項を14の項とし、11

の項を13の項とし、10の項を12の項とし、 9の項を11の項とし、

8 の項を10の項とし、 7 の項を 9 の項とし、 6 の項を 8 の項と

し、 5の項を 7の項とし、 4の項を 6の項とし、 3の項を 5の項

とし、

に改める。

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

通勤手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第10号

通勤手当に関する規則の一部を改正する規則

通勤手当に関する規則（昭和33年高知県人事委員会規則第10

号）の一部を次のように改正する。

第 6条第 3項第 3号中「人事委員会の定める普通交通機関等」

を「高知県人事委員会（以下「人事委員会」という。）の定める

普通交通機関等」に改める。

第 6 条の 2 中「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条

の 4第 1項若しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若し

くは第 2項の規定により採用された職員で同法第28条の 5第 1項

に規定する短時間勤務の職を占めるもの」を「職員の定年等に関

する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条若しくは第14条第

1項の規定により採用された職員」に改める。

第12条第 1項第 3号中「地方公務員法」を「地方公務員法（昭

和25年法律第261号）」に改める。

第13条第 2項第 1号中「（昭和59年高知県条例第13号）」を削

る。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号）附則第10条第 1項に規定する暫定再任用

短時間勤務職員については、職員の定年等に関する条例（昭和

59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により

採用された職員とみなして、この規則による改正後の通勤手当

に関する規則の規定を適用する。

初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第11号

初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則

初任給調整手当に関する規則（昭和36年高知県人事委員会規則

第15号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 1 項第 1 号中「人事委員会」を「高知県人事委員会

（以下「人事委員会」という。）」に改める。

付則を付則第 1項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」

を付し、付則に次の 1項を加える。

（職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員の支給額の

特例）

2　職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員に対する第

6条第 1項の規定の適用については、当分の間、同項中「掲げ

る額」とあるのは、「掲げる額に100分の70を乗じて得た額

（その額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上

げた額）」とする。

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則をこ

「

法第28条の 4第 1項若しくは第28条の

2　再　任　用

」

」

5第 1項又は第28条の 6第 1項若しく

は第 2項の規定により定年退職者等を

採用する場合をいう。

2　再　任　用

3　暫定再任用

4
　定年前再任

　　用

「

を

地方公務員法の一部を改正する法律

（令和 3年法律第63号）による改正前

の法第28条の 4第 1項若しくは第28条

の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若し

くは第 2項の規定により定年退職者等

を採用する場合をいう。

職員の定年等に関する条例等の一部を

改正する条例（令和 4年高知県条例第

37号）附則第 3条第 1項若しくは第 2

項、第 4条第 1項若しくは第 2項、第

5条第 1項若しくは第 2項又は第 6条

第 1項若しくは第 2項の規定により定

年退職者等を採用する場合をいう。

職員の定年等に関する条例（昭和59年

高知県条例第13号。以下「定年条例」

という。）第13条又は第14条第 1項の

規定により年齢60年に達した日以後に

退職した者を採用する場合をいう。
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こに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第12号

期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規

則

期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和38年高知県人事委員

会規則第31号）の一部を次のように改正する。

第 2条第 2号中「地方公務員法第28条の 4第 1項若しくは第28

条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若しくは第 2項の規定により

採用された職員（以下「再任用職員」という。）で、同法第28条

の 5第 1項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任

用短時間勤務職員」」を「職員の定年等に関する条例（昭和59年

高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により採用さ

れた職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」」に改め、同条

第 3号中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務

職員」に改める。

第 4条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。

第 4 条の 3 中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改める。

第 5条第 2項第 5号を同項第 6号とし、同項第 4号の次に次の

1号を加える。

( 5 )　高知県職員の高齢者部分休業に関する条例（令和 4年高

知県条例第35号）第 3条第 1項の規定による高齢者部分休業

の承認を受けて勤務しなかった期間については、その 2分の

1の期間

第11条第 2項第10号を同項第11号とし、同項第 9号の次に次の

1号を加える。

(10)　高知県職員の高齢者部分休業に関する条例第 3条第 1項

の規定による高齢者部分休業の承認を受けて勤務しなかった

期間

第13条第 1項及び第13条の 2第 1項中「再任用職員」を「定年

前再任用短時間勤務職員」に改める。

別表第 1の 1中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表の 2中「再任用職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同表の 2の表中

に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　暫定再任用短時間勤務職員（職員の定年等に関する条例等の

一部を改正する条例（令和 4年高知県条例第37号。次項におい

て「改正定年条例」という。）附則第10条第 1項に規定する暫

定再任用短時間勤務職員をいう。）については、定年前再任用

短時間勤務職員（職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県

条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により採用された

職員をいう。次項において同じ。）とみなして、この規則によ

る改正後の期末手当及び勤勉手当に関する規則（同項において

「改正後の規則」という。）第 2条第 2号及び第 3号並びに第

4条の規定を適用する。

3　改正定年条例附則第 3条第 4項に規定する暫定再任用職員に

ついては、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の

規則第 4条の 3、第13条第 1項及び第13条の 2第 1項並びに別

表第 1の規定を適用する。

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第13号

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則

特地勤務手当等に関する規則（昭和45年高知県人事委員会規則

第30号）の一部を次のように改正する。

第 2条第 2項第 1号中「（人事委員会」を「（高知県人事委員

会（以下「人事委員会」という。）」に改める。

第 5条中「すみやかに」を「速やかに」に改める。

第 7条中「人事委員会」を「人事委員会が別に」に改める。

付則第 2項を削り、付則に次の見出し及び 2項を加える。

（職員の条例附則第18項等の規定の適用を受ける職員の特地勤

務手当の特例）

2　職員の条例附則第18項又は警察職員の条例附則第18項の規定

の適用を受ける職員であって、第 2条第 2項各号に定める日に

おいて当該職員以外の職員であったものに対する同項の規定の

適用については、当分の間、同項中「受けていた給料及び」と

あるのは、「受けていた給料の月額に100分の70を乗じて得た

額及び同日に受けていた」とする。

3　職員の条例附則第18項又は警察職員の条例附則第18項の規定

の適用を受ける職員のうち、第 2条第 3項各号又は第 4項各号

に掲げる職員である者の同条第 1項の特地勤務手当基礎額は、

前項並びに同条第 3項及び第 4項の規定にかかわらず、これら

の規定に準じて算出した額とする。

付則に次の見出し及び 2項を加える。

（職員の条例附則第18項等の規定の適用を受ける職員の特地勤

務手当に準ずる手当の特例）

4　職員の条例附則第18項又は警察職員の条例附則第18項の規定

の適用を受ける職員であって、職員の条例第13条の 3第 1項又

は警察職員の条例第13条の 3第 1項に規定する異動又は公署の

移転の日において当該職員以外の職員であったものに対する第

3条第 2項の規定の適用については、当分の間、同項中「受け

ていた給料及び」とあるのは、「受けていた給料の月額に100

分の70を乗じて得た額及び同日に受けていた」とする。

5　職員の条例附則第18項又は警察職員の条例附則第18項の規定

の適用を受ける職員のうち、第 3条第 3項各号又は第 4項各号

に掲げる職員である者の特地勤務手当に準ずる手当の月額は、

前項並びに同条第 3項及び第 4項の規定にかかわらず、これら

の規定に準じて算出した額とする。

附　則

研究職給料表

「

職務の級 5級及び 4

級の職員

職務の級 3級の職員

100分の15

1 0 0 分 の 5

（人事委員会

が別に定める

職員にあって

」

」

は、100分の

10）

研究職給料表

医療職給料表

( 1 )

「

を

職務の級 5級及び 4

級の職員

職務の級 3級の職員

職務の級 4級の職員

職務の級 3級の職員

職務の級 2級の職員

100分の15

1 0 0 分 の 5

（人事委員会

が別に定める

職員にあって

は、100分の

10）

1 0 0 分の 1 5

（別表第 2の

1の表に掲げ

る職にある職

員にあって

は、100分の

20）

100分の10

100分の 5
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この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

教職調整額の支給方法等に関する規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第14号

教職調整額の支給方法等に関する規則の一部を改正する

規則

教職調整額の支給方法等に関する規則（昭和46年高知県人事委

員会規則第25号）の一部を次のように改正する。

第 2条中「第 7条の 3」を「第 7条の 2」に改める。

第 3 条中「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の 4

第 1項若しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若しくは

第 2項の規定により採用された職員で同法第28条の 5第 1項に規

定する短時間勤務の職を占めるもの」を「職員の定年等に関する

条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規

定により採用された職員」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号）附則第10条第 1項に規定する暫定再任用

短時間勤務職員については、職員の定年等に関する条例（昭和

59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の規定により

採用された職員とみなして、この規則による改正後の教職調整

額の支給方法等に関する規則の規定を適用する。

住居手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第15号

住居手当に関する規則の一部を改正する規則

住居手当に関する規則（昭和49年高知県人事委員会規則第29

号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 1 号中「人事委員会」を「高知県人事委員会（以下

「人事委員会」という。）」に改める。

第 4 条中「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の 4

第 1項若しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若しくは

第 2項」を「職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第

13号）第13条又は第14条第 1項」に改める。

第10条中「人事委員会が」を「人事委員会が別に」に改める。

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

県立学校職員の特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する

規則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第16号

県立学校職員の特地勤務手当等に関する規則の一部を改

正する規則

県立学校職員の特地勤務手当等に関する規則（昭和50年高知県

人事委員会規則第 3号）の一部を次のように改正する。

第 3条第 2項第 1号中「（人事委員会」を「（高知県人事委員

会（以下「人事委員会」という。）」に改める。

第 8条中「人事委員会」を「人事委員会が別に」に改める。

附則を附則第 1項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」

を付し、附則に次の見出し及び 2項を加える。

（公立学校職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員の

特地勤務手当の特例）

2　公立学校職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員で

あって、第 3条第 2項各号に定める日において当該職員以外の

職員であったものに対する同項の規定の適用については、当分

の間、同項中「受けていた給料及び」とあるのは、「受けてい

た給料の月額に100分の70を乗じて得た額及び同日に受けてい

た」とする。

3　公立学校職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員の

うち、第 3条第 3項各号又は第 4項各号に掲げる職員である者

の同条第 1項の特地勤務手当基礎額は、前項並びに同条第 3項

及び第 4項の規定にかかわらず、これらの規定に準じて算出し

た額とする。

附則に次の見出し及び 2項を加える。

（公立学校職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員の

特地勤務手当に準ずる手当の月額）

4　公立学校職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員で

あって、公立学校職員の条例第16条の 3第 1項に規定する異動

又は公署の移転の日において当該職員以外の職員であったもの

に対する第 4条第 2項の規定の適用については、当分の間、同

項中「受けていた給料及び」とあるのは、「受けていた給料の

月額に100分の70を乗じて得た額及び同日に受けていた」とす

る。

5　公立学校職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員の

うち、第 4条第 3項各号又は第 4項各号に掲げる職員である者

の特地勤務手当に準ずる手当の月額は、前項並びに同条第 3項

及び第 4項の規定にかかわらず、これらの規定に準じて算出し

た額とする。

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第17号

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する

規則

義務教育等教員特別手当に関する規則（昭和50年高知県人事委

員会規則第 9号）の一部を次のように改正する。

第 3条中「（平成 6年高知県条例第46号）」を「（平成 6年高

知県条例第46号。以下この条において「勤務時間条例」とい

う。）」に、「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の

4第 1項若しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6第 1項若しく

は第 2項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」とい

う。）で同法第28条の 5第 1項に規定する短時間勤務の職を占め

るもの」を「職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第

13号）第13条又は第14条第 1項の規定により採用された職員（以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）」に、「同条例」

を「勤務時間条例」に改め、同条第 1号中「再任用職員」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に、「以下」を「以下この条におい

て」に改める。

第 4条中「人事委員会が」を「高知県人事委員会が別に」に改

める。

附則を附則第 1 項とし、同項に見出しとして「（施行期日

等）」を付し、附則に次の 1項を加える。

（条例附則第18項の規定の適用を受ける職員の義務教育等教員

特別手当の特例）

2　条例附則第18項の規定の適用を受ける職員に対する第 3条各

号の規定の適用については、当分の間、同条第 1号から第 3号

までの規定中「掲げる額」とあるのは「掲げる額に100分の70

を乗じて得た額（その額に、50円未満の端数を生じたときはこ

れを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれ

を100円に切り上げた額）」とし、同条第 4 号中「得た額」と

あるのは「得た額に100分の70を乗じて得た額（その額に、50

円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円

未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）」と

する。

別表第 1及び別表第 2中「再任用職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改める。
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承認申請書に人事記録に関する規則（昭和33年高知県人事委員

会規則第 2号）第 4条第 1項に規定する人事記録カード（以下

「人事記録カード」という。）の写し及び勤務延長（条例第 4

条第 1項の規定により職員を引き続き勤務させることをいう。

以下同じ。）に係る次条に規定する勤務延長等の同意書の写し

を添えて、人事委員会に提出しなければならない。

第 5条の見出しを「（勤務延長に係る状況の報告）」に改め、

同条中「に係る勤務延長」を「に係る勤務延長（条例第 4条第 1

項ただし書の規定による人事委員会の承認を得たものを除く。）

の事由及び期限」に改める。

本則に次の 6条を加える。

（異動期間が延長された管理監督職に組織の変更等があった場

合）

第 6条　条例第 9条第 1項又は第 2項の規定により異動期間が延

長された管理監督職を占める職員が、条例等の制定又は改廃に

よる組織の変更等により当該管理監督職の業務と同一の業務を

行うことをその職務の主たる内容とする他の管理監督職を占め

る職員となる場合は、当該他の管理監督職を占める職員は、当

該異動期間が延長された管理監督職を引き続き占めているもの

とみなす。

（異動期間の延長の承認手続）

第 7条　任命権者は、条例第 9条第 2項又は第 4項の規定により

人事委員会の承認を得ようとするときは、別記第 5号様式によ

る異動期間延長承認申請書に人事記録カードの写し及び異動期

間の延長に係る第 9条に規定する異動期間の延長等の同意書の

写しを添えて、人事委員会に提出しなければならない。

（特定管理監督職群）

第 8条　条例第 9条第 3項に規定する人事委員会規則で定める管

理監督職は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める職とする。

( 1 )　知事部局の特定管理監督職群　家畜保健衛生所の所長及

び次長

( 2 )　教育委員会の特定管理監督職群　次に掲げる学校の校

長、副校長及び教頭

ア　県立の中学校並びに市町村（市町村の組合を含む。以下

この号において同じ。）立の小学校、中学校、義務教育学

校及び特別支援学校

イ　高等学校（市町村立の高等学校の全日制課程を除く。）

及び特別支援学校（アの市町村立の特別支援学校を除

く。）

（異動期間の延長等の同意手続）

第 9条　条例第10条に規定する職員の同意は、別記第 6号様式に

よる異動期間延長等同意書により得なければならない。

（異動期間の延長に係る状況の報告）

第10条　任命権者は、毎年 6月末日までに、別記第 7号様式によ

る異動期間延長状況報告書により、前年の 4月 2日から当該年

の 4月 1日までの間に条例第 9条各項の規定により異動期間を

延長された条例第 6条に規定する管理監督職を占める職員に係

る当該異動期間の延長の状況を人事委員会に報告しなければな

らない。

（定年前再任用の選考に用いる情報）

第11条　条例第13条及び第14条第 1項の人事委員会規則で定める

情報は、定年前再任用（条例第13条又は第14条第 1項の規定に

より採用することをいう。第 2号において同じ。）をされるこ

とを希望する者についての次に掲げる情報とする。

( 1 )　人事評価の結果その他勤務の状況を示す事実に基づく従

前の勤務実績

( 2 )　定年前再任用を行う職の職務の遂行に必要とされる経験

又は資格の有無その他定年前再任用を行う職の職務の遂行上

必要な事項

附則第 2項を削り、附則に次の見出し及び 3項を加える。

（情報の提供及び勤務の意思の確認）

2　条例附則第 4項の規定により職員に提供する情報は、次に掲

げる情報（第 1 号、第 3 号及び第 4 号に掲げる情報にあって

は、当該職員が60歳に達した日以後に適用される措置に関する

情報に限る。）とする。

( 1 )　条例第 6条から第12条までの規定による管理監督職勤務

上限年齢による降任に関する情報

( 2 )　定年前再任用短時間勤務職員（条例第13条又は第14条第

1項の規定により採用された職員をいう。次項第 3号におい

て同じ。）の任用に関する情報

( 3 )　職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第34号）

附則第18項から第26項まで、公立学校職員の給与に関する条

例（昭和29年高知県条例第37号）附則第18項から第29項まで

又は警察職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第15

号）附則第18項から第28項までの規定による60歳に達した日

後における最初の 4月 1日以後の当該職員の給料の特例措置

に関する情報

( 4 )　職員の退職手当に関する条例（昭和28年高知県条例第59

号）附則第17項から第25項までの規定による当該職員が60歳

に達した日から条例第 3条に規定する定年に達する日の前日

までの間に非違によることなく退職をした場合における退職

手当の特例措置に関する情報

( 5 )　前各号に掲げるもののほか、条例附則第 4項の規定によ

り勤務の意思を確認するため必要であると任命権者が認める

情報

3　条例附則第 4項の規定により職員の勤務の意思を確認する場

合は、次に掲げる事項を確認するものとする。

( 1 )　引き続き常時勤務を要する職を占める職員として勤務す

る意思

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　暫定再任用職員（職員の定年等に関する条例等の一部を改正

する条例（令和 4 年高知県条例第37号。以下この項において

「令和 4年改正定年条例」という。）附則第 3条第 4項に規定

する暫定再任用職員をいう。）（暫定再任用短時間勤務職員

（令和 4年改正定年条例附則第10条第 1項に規定する暫定再任

用短時間勤務職員をいう。次項において同じ。）を除く。）に

対するこの規則による改正後の義務教育等教員特別手当に関す

る規則（次項において「改正後の規則」という。）第 3条の規

定の適用については、同条第 1号中「職務の級及びその者の受

ける号給（」とあるのは「職務の級（」と、「別表第 1」とあ

るのは「別表第 1の定年前再任用短時間勤務職員の項」と、同

条第 2号から第 4号までの規定中「職務の級及びその者の受け

る号給」とあるのは「職務の級」と、「別表第 2」とあるのは

「別表第 2の定年前再任用短時間勤務職員の項」とする。

3　暫定再任用短時間勤務職員については、定年前再任用短時間

勤務職員（職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第

13号）第13条又は第14条第 1項の規定により採用された職員を

いう。）とみなして、改正後の規則第 3条並びに別表第 1及び

別表第 2の規定を適用する。

職員の定年等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布

する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第18号

職員の定年等に関する規則の一部を改正する規則

職員の定年等に関する規則（昭和60年高知県人事委員会規則第

1号）の一部を次のように改正する。

第 1条中「第 4条第 5項」を「第 4条第 5項、第 9条第 3項、

第13条、第14条第 1項及び第15条」に改める。

第 2 条中「別記第 1 号様式」を「別記第 1 号様式の 2 」に、

「人事記録に関する規則（昭和33年高知県人事委員会規則第 2

号）第 4条第 1項に規定する人事記録カード（以下「人事記録カ

ード」という。）」を「人事記録カード」に改め、「（条例第 4

条第 1項の規定により職員を引き続き勤務させることをいう。以

下同じ。）」を削り、同条を同条第 2項とし、同項の前に次の 1

項を加える。

任命権者は、条例第 4条第 1項ただし書の規定により高知県

人事委員会（以下「人事委員会」という。）の承認を得ようと

するときは、別記第 1号様式による異動期間延長職員勤務延長
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( 2 )　60歳に達する日以後の退職の意思

( 3 )　定年前再任用短時間勤務職員として勤務する意向

( 4 )　前 3号に掲げる事項のほか、任命権者が必要があると認

める事項

4　条例附則第 5項の規定による特定地方警務官（警察法（昭和

29年法律第162号）第56条の 2 第 1 項に規定する特定地方警務

官をいう。）に対する情報の提供及び勤務の意思の確認につい

ては、前 2項の規定の例による。

別記第 1号様式を別記第 1号様式の 2とし、同様式の前に次の

1様式を加える。

 

別別
記記

第第
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号号
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第
２
条
関
係
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期
間
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長
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延
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年
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日
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年
齢
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別記様式に次の 3様式を加える。

第第
５５
号号
様様
式式

（
第
７
条
関
係
）

異
動
期
間
延
長
承
認
申
請
書

第
号

年
月

日

高
知
県
人
事
委
員
会
委
員
長

様

任
命
権
者

職
員
の
定
年
等
に
関
す
る
条
例
第
９
条
第
２
項
（
第
４
項
）
の
規
定
に
よ
り
、
異
動
期
間
の
延
長
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
申
請
し
ま
す
。

期
限
を
延
長
す
る
予
定
者

異
動

期
間

延
長

の
理

由

異
動

期
間

延
長

の
期

限
職
務
内
容

異
動

期
間

延
長

の
理

由

異
動

期
間

延
長

後
の

期
限

そ
の

他
参

考
事
項

所
属

職
名

職
の

等
級

氏
名

給
料
表
、

職
務
の
級

及
び
号
給

定
年
退
職
日

定
年
年
齢
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第第
７７
号号
様様
式式

（
第

条
関
係
）

異
動
期
間
延
長
状
況
報
告
書

第
号

年
月

日

高
知

県
人
事

委
員
会
委
員
長

様

任
命
権
者

職
員

の
定
年

等
に
関
す
る
規
則

第
条
の
規
定
に
よ
り
、
勤
務
延

長
の
状
況
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
報
告
し
ま
す
。

所
属

職
名

職
の
等
級

氏
名

給
料

表
、
職

務
の

級
及
び

号
給

定
年
退
職
日

定
年
年
齢

異
動

期
間
の

延
長
の
理
由

異
動

期
間
の

延
長
の
期
限

職
務
内
容

延
長
前

延
長
後

第第６６号号様様式式（第９条関係）

異動期間延長等同意書

年 月 日

任命権者 様

所属

職・氏名

私は、 に同意します。

注 不用の文字は、抹消すること。

年 月 日までの異動期間の延長

他の管理監督職への降任
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附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（勤務延長に関する経過措置）

2　この規則による改正後の職員の定年等に関する規則第 2条か

ら第 5条までの規定は、職員の定年等に関する条例等の一部を

改正する条例（令和 4年高知県条例第37号。以下「改正条例」

という。）附則第 2条第 1項の規定による勤務について準用す

る。

3　改正条例附則第 2条第 2項の人事委員会規則で定める職は、

次に掲げる職のうち、当該職が基準日（同項に規定する基準日

をいう。以下この項及び次項において同じ。）の前日に設置さ

れていたものとした場合において、基準日における新定年（改

正条例第 1条の規定による改正後の職員の定年等に関する条例

（昭和59年高知県条例第13号。以下「新条例」という。）第 3

条に規定する定年をいう。以下同じ。）が基準日の前日におけ

る新定年（同日が令和 5年 3月31日である場合には、改正条例

第 1条の規定による改正前の職員の定年等に関する条例（次項

において「旧条例」という。）第 3条に規定する定年）を超え

る職（当該職に係る定年が新条例第 3条に規定する定年である

職に限る。）とする。

( 1 )　基準日以後に新たに設置された職

( 2 )　基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職

4 　改正条例附則第 2 条第 2 項の人事委員会規則で定める職員

は、前項に規定する職が基準日の前日に設置されていたものと

した場合において、同日における当該職に係る新定年（同日が

令和 5年 3月31日である場合にあっては、旧条例第 3条に規定

する定年）に達している職員とする。

（暫定再任用の選考に用いる情報）

5　改正条例附則第 3条第 1項及び第 2項、第 4条第 1項及び第

2項、第 5条第 1項及び第 2項並びに第 6条第 1項及び第 2項

の人事委員会規則で定める情報は、これらの規定に規定する者

についての次に掲げる情報とする。

( 1 )　人事評価の結果その他勤務の状況を示す事実に基づく従

前の勤務実績

( 2 )　暫定再任用（改正条例附則第 3 条第 1 項若しくは第 2

項、第 4条第 1項若しくは第 2項、第 5条第 1項若しくは第

2項又は第 6条第 1項若しくは第 2項の規定により採用する

ことをいう。以下この号において同じ。）を行う職の職務の

遂行に必要とされる経験又は資格の有無その他暫定再任用を

行う職の職務の遂行上必要な事項

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置）

6　改正条例附則第11条の人事委員会規則で定める短時間勤務の

職は、次に掲げる職のうち、当該職が基準日（同条に規定する

基準日をいう。以下同じ。）の前日に設置されていたものとし

た場合において、基準日における定年相当年齢（短時間勤務の

職（新条例第13条に規定する短時間勤務の職をいう。以下この

項において同じ。）を占める職員が、常時勤務を要する職でそ

の職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとし

た場合における新条例第 3 条に規定する定年をいう。以下同

じ。）が基準日の前日における定年相当年齢を超える短時間勤

務の職（当該職に係る定年相当年齢が同条に規定する定年であ

るものに限る。）とする。

( 1 )　基準日以後に新たに設置された短時間勤務の職

( 2 )　基準日以後に組織の変更等により名称が変更された短時

間勤務の職

7　改正条例附則第11条の人事委員会規則で定める者は、前項に

規定する職が基準日の前日に設置されていたものとした場合に

おいて、同日における当該職に係る定年相当年齢に達している

者とする。

8　改正条例附則第11条の人事委員会規則で定める定年前再任用

短時間勤務職員は、附則第 6項に規定する職が基準日の前日に

設置されていたものとした場合において、同日における当該職

に係る定年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員

（新条例第13条又は第14条第 1項の規定により採用された職員

をいう。）とする。

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関す

る規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第19号

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等

に関する規則の一部を改正する規則

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関す

る規則（昭和63年高知県人事委員会規則第 8号）の一部を次のよ

うに改正する。

第 2 条第 2 号中「人事委員会」を「高知県人事委員会（以下

「人事委員会」という。）」に改める。

第 3条第 1項中「すべての」を「全ての」に改め、同条第 3項

中「（昭和29年高知県条例第34号）」を「（昭和29年高知県条例

第34号。以下「一般職員給与条例」という。）」に、「（昭和29

年高知県条例第37号）」を「（昭和29年高知県条例第37号。以下

「学校職員給与条例」という。）」に、「（昭和29年高知県条例

第15号）」を「（昭和29年高知県条例第15号。以下「警察職員給

与条例」という。）」に、「職員の給与に関する条例第 6条第 2

項、公立学校職員の給与に関する条例第 7条第 2項及び警察職員

の給与に関する条例」を「一般職員給与条例第 6条第 2項、学校

職員給与条例第 7条第 2項及び警察職員給与条例」に改める。

附則に次の 1条を加える。

（一般職員給与条例附則第18項等の規定の適用を受ける派遣職

員の給与の特例）

第 7条　一般の派遣職員が一般職員給与条例附則第18項、学校職

員給与条例附則第18項又は警察職員給与条例附則第18項の規定

の適用を受ける職員となった場合には、当分の間、これらの規

定の適用を受ける職員となった日を派遣の期間の初日の前日と

みなして、第 3条第 1項及び第 2項の規定の例により、給料等

の支給割合を決定し、又は給料等を支給しないものとする。

2　前項の規定により、給料等の支給割合を決定し、又は給料等

を支給しないものとした場合における第 3条の規定の適用につ

いては、同条第 1項中「当該派遣の期間の初日（以下この条に

おいて「派遣の日」という。）の前日」とあるのは「職員の給

与に関する条例（昭和29年高知県条例第34号。以下「一般職員

給与条例」という。）附則第18項、公立学校職員の給与に関す

る条例（昭和29年高知県条例第37号。以下「学校職員給与条

例」という。）附則第18項又は警察職員の給与に関する条例

（昭和29年高知県条例第15号。以下「警察職員給与条例」とい

う。）附則第18項の規定の適用を受ける職員となった日」と、

「（当該一般の派遣職員が派遣の日」とあるのは「（当該一般

の派遣職員が当該派遣の期間の初日（以下この条において「派

遣の日」という。）」と、同条第 2 項中「前項」とあるのは

「附則第 7条第 2項の規定により読み替えられた前項」と、同

条第 3項中「職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第

34号。以下「一般職員給与条例」という。）」とあるのは「一

般職員給与条例」と、「公立学校職員の給与に関する条例（昭

和29年高知県条例第37号。以下「学校職員給与条例」とい

う。）」とあるのは「学校職員給与条例」と、「警察職員の給

与に関する条例（昭和29年高知県条例第15号。以下「警察職員

給与条例」という。）」とあるのは「警察職員給与条例」と、

同条第 4項中「第 1項」とあるのは「附則第 7条第 2項の規定

により読み替えられた第 1項」と、同条第 5項中「前項」とあ

るのは「附則第 7条第 2項の規定により読み替えられた前項」

と、同条第 6項中「前各項」とあるのは「附則第 7条第 2項の

規定により読み替えられた前各項」と、同条第 7項及び第 8項

中「第 1項」とあるのは「附則第 7条第 2項の規定により読み

替えられた第 1項」とする。

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布

する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一
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高知県人事委員会規則第20号

単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則

単身赴任手当に関する規則（平成 2年高知県人事委員会規則第

1号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 4 号中「人事委員会」を「高知県人事委員会（以下

「人事委員会」という。）」に改める。

第 5条第 2項第 1号アを次のように改める。

ア　職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13

号）第13条又は第14条第 1項の規定による採用（同条例の

規定により退職した日の翌日におけるものに限る。別記第

1号様式において「定年前再任用」という。）をされたこ

と。

別記第 1号様式（ 1号紙）裏面中「再任用をされた者」を「定

年前再任用をされた者、暫定再任用をされた者」に、「「再任

用」」を「「定年前再任用」、「暫定再任用」」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　次に掲げる事由の発生に伴い、住居を移転し、単身赴任手当

に関する規則第 2条に規定するやむを得ない事情により、同居

していた配偶者と別居することとなった職員であって、当該事

由の発生の直前の住居から当該事由の発生の直後に在勤する公

署に通勤することが同規則第 3条に規定する基準に照らして困

難であると認められるもののうち、単身で生活することを常況

とするものとなった暫定再任用職員（職員の定年等に関する条

例等の一部を改正する条例（令和 4年高知県条例第37号。以下

「改正定年条例」という。）附則第 3条第 4項に規定する暫定

再任用職員をいう。）は、同規則第 5条第 2項に規定する単身

赴任手当の条項第 3項の同条第 1項の規定による単身赴任手当

を支給される職員との権衡上必要があると認められるものとし

て人事委員会規則で定める職員とする。

( 1 )　改正定年条例附則第 3条第 1項、第 4条第 1項、第 5条

第 1項又は第 6条第 1項の規定による採用（改正定年条例第

1条の規定による改正前の職員の定年等に関する条例（昭和

59年高知県条例第13号）第 2条の規定により退職した日（同

条例第 4条第 1項若しくは第 2項又は改正定年条例附則第 2

条第 1項の規定により勤務した後退職した日及び地方公務員

法の一部を改正する法律（令和 3年法律第63号）による改正

前の地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の 4 第 1

項若しくは第28条の 5第 1項若しくは第28条の 6第 1項若し

くは第 2項又は改正定年条例附則第 3条第 1項、第 4条第 1

項、第 5条第 1項若しくは第 6条第 1項の規定による採用に

係る任期が満了した日を含む。）の翌日におけるものに限

る。）をされたこと。

( 2 )　改正定年条例附則第 3条第 2項、第 4条第 2項、第 5条

第 2項又は第 6条第 2項の規定による採用（職員の定年等に

関する条例第 2条の規定により退職した日（同条例第 4条第

1項又は第 2項の規定により勤務した後退職した日及び同条

例第13条若しくは第14条第 1項又は改正定年条例附則第 3条

第 2項、第 4条第 2項、第 5条第 2項若しくは第 6条第 2項

の規定による採用に係る任期が満了した日を含む。）の翌日

におけるものに限る。）をされたこと。

3　改正定年条例附則第 3条第 2項、第 4条第 2項、第 5条第 2

項又は第 6条第 2項の規定により採用され、勤務した後退職し

た日の翌日に職員の定年等に関する条例第13条若しくは第14条

第 1項の規定により採用された職員に対するこの規則による改

正後の単身赴任手当に関する規則第 5条第 2項の規定の適用に

ついては、同項第 1号ア中「退職した日」とあるのは、「退職

した日（職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例

（令和 4年高知県条例第37号）附則第 3条第 2項、第 4条第 2

項、第 5条第 2項又は第 6条第 2項の規定により採用され、勤

務した後退職した日を含む。）」とする。

4　この規則の施行の日前に、この規則による改正前の単身赴任

手当に関する規則第 5条第 2項第 1号アに該当する採用をされ

た職員については、同項の規定は、この規則の施行後も、なお

その効力を有する。

管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第21号

管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規

則

管理職員特別勤務手当に関する規則（平成 4年高知県人事委員

会規則第 5号）の一部を次のように改正する。

第 3条第 1項第 1号中「管理監督職員　次に」を「次号に掲げ

る職員以外の管理監督職員　次に」に、「人事委員会」を「高知

県人事委員会（以下「人事委員会」という。）」に改め、同項中

第 3号を第 4号とし、第 2号を第 3号とし、第 1号の次に次の 1

号を加える。

( 2 )　定年前再任用短時間勤務職員（職員の定年等に関する条

例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項の

規定により採用された職員をいう。第 3項第 2号において同

じ。）である管理監督職員　次に掲げる当該管理監督職員の

占める職に係る支給規則第 5条第 1項の表に定める区分に応

じ、それぞれ次に定める額（同条第 2項の規定に基づく区分

に応ずる額については、人事委員会が別に定める額とす

る。）

ア　 1種　9,000円

イ　 2種　8,000円

ウ　 3種　7,000円

エ　 4種　5,000円

オ　 5種　3,000円

第 3条第 3項中「当該管理監督職員の占める職に係る支給規則

第 5条第 1項の表に定める」を「職員の」に改め、同項各号を次

のように改める。

( 1 )　次号に掲げる職員以外の管理監督職員　次に掲げる当該

管理監督職員の占める職に係る支給規則第 5条第 1項の表に

定める区分に応じ、それぞれ次に定める額

ア　 1種　5,000円

イ　 2種　4,500円

ウ　 3種　4,000円

エ　 4種　3,000円

オ　 5種　2,000円

( 2 )　定年前再任用短時間勤務職員である管理監督職員　次に

掲げる当該管理監督職員の占める職に係る支給規則第 5条第

1項の表に定める区分に応じ、それぞれ次に定める額

ア　 1種　4,500円

イ　 2種　4,000円

ウ　 3種　3,500円

エ　 4種　2,500円

オ　 5種　1,500円

附則を附則第 1項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」

を付し、附則に次の 1項を加える。

（職員の条例附則第18項等の規定の適用を受ける職員の管理職

員特別勤務手当の特例）

2　職員の条例附則第18項、公立学校職員の条例附則第18項又は

警察職員の条例附則第18項の規定の適用を受ける職員に対する

第 3条第 1項及び第 3項の規定の適用については、当分の間、

同条第 1項第 1号及び第 3項第 1号中「次に定める額」とある

のは、「次に定める額に100分の70を乗じて得た額（その額

に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上

100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた

額）」とする。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号）附則第 3条第 4項に規定する暫定再任用

職員については、定年前再任用短時間勤務職員（職員の定年等

に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条
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第 1項の規定により採用された職員をいう。）とみなして、こ

の規則による改正後の管理職員特別勤務手当に関する規則の規

定を適用する。

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する

規則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第22号

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改

正する規則

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成 6年高知県

人事委員会規則第47号）の一部を次のように改正する。

第 4条第 2項中「（人事委員会」を「（高知県人事委員会（以

下「人事委員会」という。）」に改める。

第 9条第 2項中「再任用短時間勤務職員（以下この項において

「再任用短時間勤務職員」」を「定年前再任用短時間勤務職員

（以下この項において「定年前再任用短時間勤務職員」」に、

「以下「任期付短時間勤務職員」」を「以下この項において「任

期付短時間勤務職員」」に、「、再任用短時間勤務職員」を「、

定年前再任用短時間勤務職員」に、「再任用短時間勤務職員等」

を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。

第11条第 1項各号中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再

任用短時間勤務職員等」に改め、同条第 2項第 1号中「再任用短

時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改め、

同項第 2 号中「再任用職員（地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第28条の 4第 1項若しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6

第 1項若しくは第 2項の規定により採用された職員をいう。以下

この条において同じ。）又は任期付短時間勤務職員」を「定年前

再任用短時間勤務職員等」に改め、同条第 3項中「地方公務員法

第28条の 5第 1項又は第28条の 6第 2項」を「職員の定年等に関

する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1

項」に改め、同条第 5項及び第 6項中「再任用職員又は任期付短

時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改め、同

条第 7項各号中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短

時間勤務職員等」に改め、同条第 9項各号中「すべてを」を「全

てを」に改める。

第13条第 1項の表 6の項中「地方公務員法」を「地方公務員法

（昭和25年法律第261号）」に改め、同条第 2 項中「再任用短時

間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。

第18条第 2項中「すべてを」を「全てを」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号。次項において「改正定年条例」とい

う。）附則第 3 条第 4 項に規定する暫定再任用職員について

は、定年前再任用短時間勤務職員等（この規則による改正後の

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（以下「改正後の

規則」という。）第 9条第 2項に規定する定年前再任用短時間

勤務職員等をいう。次項において同じ。）とみなして、改正後

の規則第11条第 2項第 2号、第 5項及び第 6項の規定を適用す

る。

3　改正定年条例附則第10条第 1項に規定する暫定再任用短時間

勤務職員については、定年前再任用短時間勤務職員等とみなし

て、改正後の規則第 9 条第 2 項、第11条第 1 項、第 2 項第 1

号、第 3項及び第 7項並びに第13条第 2項の規定を適用する。

この場合において、改正後の規則第11条第 3項中「職員の定年

等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14

条第 1項」とあるのは、「職員の定年等に関する条例等の一部

を改正する条例（令和 4年高知県条例第37号）附則第 5条第 1

項若しくは第 2項又は第 6条第 1項若しくは第 2項」とする。

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を

改正する規則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第23号

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の

一部を改正する規則

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成 6

年高知県人事委員会規則第48号）の一部を次のように改正する。

第 3条第 1項中「人事委員会の」を「高知県人事委員会（以下

「人事委員会」という。）の」に改める。

第 8条第 2項中「再任用短時間勤務職員（以下この項において

「再任用短時間勤務職員」」を「定年前再任用短時間勤務職員

（以下この項において「定年前再任用短時間勤務職員」」に、

「以下「任期付短時間勤務職員」」を「以下この項において「任

期付短時間勤務職員」」に、「、再任用短時間勤務職員」を「、

定年前再任用短時間勤務職員」に、「再任用短時間勤務職員等」

を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。

第10条第 1項各号中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再

任用短時間勤務職員等」に改め、同条第 2項第 1号中「再任用短

時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改め、

同項第 2 号中「再任用職員（地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第28条の 4第 1項若しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6

第 1項若しくは第 2項の規定により採用された職員をいう。第 5

項において同じ。）又は任期付短時間勤務職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員等」に改め、同条第 3項中「地方公務員法第28

条の 5第 1項又は第28条の 6第 2項」を「職員の定年等に関する

条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項」に

改め、同条第 5項中「再任用職員又は任期付短時間勤務職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員等」に改め、同条第 6 項各号中

「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員

等」に改め、同条第 8項各号中「すべてを」を「全てを」に改め

る。

第12条第 1項の表 6の項中「地方公務員法」を「地方公務員法

（昭和25年法律第261号）」に改め、同条第 2 項中「再任用短時

間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。

第17条第 2項中「すべてを」を「全てを」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号。次項において「改正定年条例」とい

う。）附則第 3 条第 4 項に規定する暫定再任用職員について

は、定年前再任用短時間勤務職員等（この規則による改正後の

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（以下

「改正後の規則」という。）第 8条第 2項に規定する定年前再

任用短時間勤務職員等をいう。次項において同じ。）とみなし

て、改正後の規則第10条第 2項第 2号及び第 5項の規定を適用

する。

3　改正定年条例附則第10条第 1項に規定する暫定再任用短時間

勤務職員については、定年前再任用短時間勤務職員等とみなし

て、改正後の規則第 8 条第 2 項、第10条第 1 項、第 2 項第 1

号、第 3項及び第 6項並びに第12条第 2項の規定を適用する。

この場合において、改正後の規則第10条第 3項中「職員の定年

等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14

条第 1項」とあるのは、「職員の定年等に関する条例等の一部

を改正する条例（令和 4年高知県条例第37号）附則第 5条第 1

項若しくは第 2項又は第 6条第 1項若しくは第 2項」とする。

警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正

する規則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第24号

警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部

を改正する規則

警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成 6年高



高
　
　
知
　
　
県
　
　
公
　
　
報

号
外

第
7
号

令
和

5
年

3
月
2
8
日
（
火
曜
日
）
　

2
4
2
4

知県人事委員会規則第49号）の一部を次のように改正する。

第 3条第 2項中「（人事委員会」を「（高知県人事委員会（以

下「人事委員会」という。）」に改める。

第 8条第 2項中「再任用短時間勤務職員（以下この項において

「再任用短時間勤務職員」」を「定年前再任用短時間勤務職員

（以下この項において「定年前再任用短時間勤務職員」」に、

「以下「任期付短時間勤務職員」」を「以下この項において「任

期付短時間勤務職員」」に、「、再任用短時間勤務職員」を「、

定年前再任用短時間勤務職員」に、「再任用短時間勤務職員等」

を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。

第10条第 1項各号中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再

任用短時間勤務職員等」に改め、同条第 2項第 1号中「再任用短

時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改め、

同項第 2 号中「再任用職員（地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第28条の 4第 1項若しくは第28条の 5第 1項又は第28条の 6

第 1項若しくは第 2項の規定により採用された職員をいう。第 5

項において同じ。）又は任期付短時間勤務職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員等」に改め、同条第 3項中「地方公務員法第28

条の 5第 1項又は第28条の 6第 2項」を「職員の定年等に関する

条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14条第 1項」に

改め、同条第 5項中「再任用職員又は任期付短時間勤務職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員等」に改め、同条第 6 項各号中

「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員

等」に改め、同条第 8項各号中「すべてを」を「全てを」に改め

る。

第12条第 1項の表 6の項中「地方公務員法」を「地方公務員法

（昭和25年法律第261号）」に改め、同条第 2 項中「再任用短時

間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号。次項において「改正定年条例」とい

う。）附則第 3 条第 4 項に規定する暫定再任用職員について

は、定年前再任用短時間勤務職員等（この規則による改正後の

警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（以下「改正

後の規則」という。）第 8条第 2項に規定する定年前再任用短

時間勤務職員等をいう。次項において同じ。）とみなして、改

正後の規則第10条第 2項第 2号及び第 3項の規定を適用する。

3　改正定年条例附則第10条第 1項に規定する暫定再任用短時間

勤務職員については、定年前再任用短時間勤務職員等とみなし

て、改正後の規則第 8 条第 2 項、第10条第 1 項、第 2 項第 1

号、第 3項及び第 6項並びに第12条第 2項の規定を適用する。

この場合において、改正後の規則第10条第 3項中「職員の定年

等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13条又は第14

条第 1項」とあるのは、「職員の定年等に関する条例等の一部

を改正する条例（令和 4年高知県条例第37号）附則第 5条第 1

項若しくは第 2項、第 3項又は第 6条第 1項若しくは第 2項」

とする。

職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第25号

職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則

職員の育児休業等に関する規則（平成11年高知県人事委員会規

則第24号）の一部を次のように改正する。

第 2 条中「第 2 条第 1 項第 4 号イ」を「第 2 条第 1 項第 5 号

イ」に改める。

第 7条第 1号エ中「人事委員会」を「高知県人事委員会（次号

において「人事委員会」という。）」に改める。

第 8条第 1号に次のように加える。

エ　高知県職員の高齢者部分休業に関する条例（令和 4年高

知県条例第35号）第 3条第 1項の規定による高齢者部分休

業の承認を受けて 1日の勤務時間の一部について勤務しな

かった期間

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正する

規則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第26号

公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改

正する規則

公益的法人等への職員の派遣等に関する規則（平成14年高知県

人事委員会規則第 2号）の一部を次のように改正する。

第 1条中「第 2条第 1項第 1号及び第 2項第 3号」を「第 2条

第 1 項第 1 号、第 2 号及び第 4 号並びに第 2 項第 3 号」に改め

る。

第 2条第 1項第24号を次のように改める。

(24)　一般社団法人高知県ＵＩターンサポートセンター

第 2条第 1項に次の 1号を加える。

(28)　公益社団法人 2  0  2  5 年日本国際博覧会協会

第 4条中「人事委員会」を「高知県人事委員会（次条において

「人事委員会」という。）」に改める。

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

職員の苦情の処理に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第27号

職員の苦情の処理に関する規則の一部を改正する規則

職員の苦情の処理に関する規則（平成17年高知県人事委員会規

則第 3号）の一部を次のように改正する。

第 2条第 2項第 2号中「法第28条の 4第 1項又は第28条の 5第

1項の規定に基づく」を「職員の定年等に関する条例（昭和59年

高知県条例第13号）第13条の規定による」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号）附則第 3条第 1項若しくは第 2項又は附

則第 5条第 1項若しくは第 2項の規定による採用については、

職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第13

条の規定による採用とみなして、この規則による改正後の職員

の苦情の処理に関する規則の規定を適用する。

平成25年 4月 1日における特定の職務の級の切替えに関する規

則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第28号

平成25年 4 月 1 日における特定の職務の級の切替えに関

する規則の一部を改正する規則

平成25年 4月 1日における特定の職務の級の切替えに関する規

則（平成24年高知県人事委員会規則第33号）の一部を次のように

改正する。

第 2条中「次条において」を「以下」に改める。

第 3条中「）をいう。」を「）をいう。附則第 2項において同

じ。」に改める。

第 4条中「人事委員会」を「高知県人事委員会」に改める。

附則第 2項を次のように改める。

（公立学校職員の給与に関する条例附則第18項の規定の適用を

受ける育児短時間勤務職員等の職務の級の切替えに伴う経過措
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置の特例）

2　切替日の前日から引き続き改正後の条例別表第 2高等学校等

教育職給料表の適用を受ける職員のうち、公立学校職員の給与

に関する条例附則第18項の規定の適用を受ける育児短時間勤務

職員等について改正条例附則第 3項の規定を適用する場合にお

いては、同項中「とする。）」とあるのは、「とする。）に算

出率（職員の育児休業等に関する条例（平成 4年高知県条例第

1号）第17条の規定により読み替えられた公立学校職員の給与

に関する条例第 6条第 1項に規定する算出率をいう。）を乗じ

て得た額（その額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切

り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円

に切り上げた額）」とする。

附　則

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

高知県職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

令和 5年 3月28日

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第29号

高知県職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規

則

高知県職員の退職管理に関する規則（平成28年高知県人事委員

会規則第 9号）の一部を次のように改正する。

第17条第 2号中「法第28条の 4第 1項又は第28条の 5第 1項」

を「職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第

13条」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

（経過措置）

2　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和 4

年高知県条例第37号）附則第 3条第 1項若しくは第 2項又は附

則第 5条第 1項若しくは第 2項の規定により採用された職員に

ついては、職員の定年等に関する条例（昭和59年高知県条例第

13号）第13条の規定により採用された職員とみなして、この規

則による改正後の高知県職員の退職管理に関する規則の規定を

適用する。
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